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１ 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら

せるまちづくり 
 

 

■第８期計画で進める重点的な施策 

超高齢社会の進展と核家族化が進み、地域とのつながりが薄れる中で、複合化した問

題や制度の狭間で問題を抱えたり、既存の制度による解決が困難な課題を抱える高齢

者への支援が必要となっています。本市では、高齢者の身近な相談窓口である高齢者あ

んしん相談センターのさらなる機能強化と、関係機関、行政と専門機関、さらに地域住

民が協力した横断的な連携を図った相談支援体制を構築し、解決に向けた支援を行い

ます。 

個別課題を解決するための手段として開催している地域ケア会議では、関係する医

療や介護、福祉、司法等の専門職や民生委員などの地域住民が課題を共有し、支援を検

討することにより、早期解決を目指します。 

■重点指標と目標 

重点指標（★） 
現状 ８期計画期間（目標値） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

多職種による地域ケア会議により、

課題解決につながった事例の割合

（各年度） 

70％ 70％ 70％ 70％ 

 ※令和２年度は見込値 

 

 

（１）相談・支援体制の強化 

今後の高齢化の進展等に伴い増加するニーズに適切に対応する観点から、高齢者あんし

ん相談センターの機能や体制、及び既存の社会資源との連携した相談支援機能の強化と、

効果的・効率的な運営体制を図るとともに、複合的・重層的な課題にも対応できるよう、

切れ目ない相談体制の構築と、相談・支援体制の強化を進めていきます。 

 

① 高齢者あんしん相談センターの機能強化 

■現状 

本市はこれまで、市内５つの圏域ごとに高齢者あんしん相談センターを設置、すべて

のセンターに保健師や社会福祉士、主任介護支援専門員等の専門職を配置し、身近な相

談窓口として、高齢者の総合的支援を行ってきました。平成 30 年度からは市内で最も

高齢化率の高い館・幸町地区のセンターの専門職を増員配置するとともに、業務評価制

度を導入したセンター自らによる点検・評価の仕組みの構築等を図っています。 
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一方で、高齢者等実態調査の結果で、高齢者あんしん相談センターについて「センタ

ーの存在をアンケートで初めて知った。」という回答が最も多かったことから、センタ

ーの周知にさらに努める必要があり、また、ケアマネジャーが市との連携に期待するこ

ととして「処遇困難ケースへの支援」や「苦情相談への指導・助言・支援」という回答

が多かったことから、包括的・継続的ケアマネジメント支援の充実を図る必要がありま

す。さらに、介護保険法の改正等により、介護予防を含む事業の開催や介護予防ケアマ

ネジメント業務等、高齢者あんしん相談センターに求められる役割が多様化する中で、

センターがもつ相談機関としての位置づけが薄れ、業務負担が増していることが課題

となっています。 

■今後の方針 

館・幸町地区は日常生活圏域の高齢者人口が最も多く、特に館地区においては、高齢化

率が市内平均の 24.6％(*)をはるかに上回る 45.6％(*)に達することから、館地区における高

齢者あんしん相談センターの在り方を検証し、さらなる機能強化を図ります。また、各センター

の統括や後方支援、圏域の課題解決に向けた取組の推進を目指し、基幹型センターを含め

た支援体制の強化を検討します。また、三職種を含む相談体制の強化を目指した専門職

の配置を含めた、必要な体制の確保に取り組むとともに、センター職員が従事する介

護予防ケアマネジメント業務について、外部委託の促進を含め、適切な業務量を確保

するため、センター及び受託法人等との連携を深めていきます。 

さらに、身近な相談機関としてのセンターの存在を、多くの高齢者に知ってもらうた

め、情報公表システム等も活用した積極的な情報発信に努めるとともに、地域の高齢者

のみならず、介護事業所にも身近に相談できるセンターとしての定着を、市と協働で進

めていきます。また、センター等が開催する地域ケア会議は、個々の高齢者の問題解決

のみならず、地域におけるネットワークの形成や、地域課題の抽出・解決等多様な目的

を持つことから、地域包括ケアシステム推進の中心的役割を果たす事業として、充実し

ていきます。 

■市の主な取組 

総合相談による支援 長寿応援課 

市内各圏域に設置された５つの高齢者あんしん相談センターが、各圏域とそこに居

住する高齢者の特性も踏まえながら、個々の高齢者の問題解決やニーズに寄り添った

総合的な相談支援を行います。 

地域ケア会議（★重点指標） 長寿応援課 

高齢者あんしん相談センターが中心となり、多様な人材と職種が参加した会議を開

催することにより、個々の高齢者が抱える問題を解決し、適切な対応の充実と支援を図

ります。 

 ※令和３年１月１日現在 
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② 切れ目ない相談体制の強化 

■現状 

社会構造の変化に伴い、高齢者が抱える問題は個別的・単一的なものではなく、より

複合的・重層的な課題となっています。そのような高齢者を取り巻く課題に対して適切

に対応するためには、行政及び各相談機関の縦割りを外し、切れ目ない相談体制を構築

することが必要です。本市はこれまで、個々の高齢者における個別支援や、関係機関に

よる連絡会議、研修会等様々な機会を通じ、連携体制の維持と強化を図ってきました。 

■今後の方針 

個々の高齢者が個別に抱える問題をより早く、より適切に支援する体制を充実して

いきます。令和２（2020）年 10 月に設置された基幹福祉相談センターを中核に、多様

化する複合的課題についても、それぞれの専門機関が切れ目なく対応できる体制と仕

組みの構築に努めます。 

■市の主な取組 

基幹福祉相談センター事業 共生社会推進課 

関係機関と連携して対応することにより、生活困窮者をはじめとした相談支援を行

うとともに、高齢者等が抱える複合的問題について対応していきます。 

精神保健相談 健康増進センター 

心に問題を抱える本人と家族から精神保健に関する相談に応じ、問題の早期発見と

対応を図るとともに、適切な保健指導と助言を行います。 

市民相談事業 総合窓口課 

法律相談、人権相談、行政相談等、専門職による相談を定期的に開催し、専門知識が

ないと解決できない高齢者が抱える問題の解決を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■コラム■ 「志木市基幹福祉相談センター」 

 基幹福祉相談センターは、後見ネットワークセンター・生活相談センター・障がい者基幹相

談支援センターの３つの相談機能が統合した「福祉の相談窓口」として、令和２（2020）年 10

月１日にオープンしました。相談先がわからない、またいくつかのお困り事があるときなど

は、お気軽にご相談ください。 

 

●後見ネットワークセンター 

 後見制度を中心に、認知症や障がいなどよる財産管理の心配や将来の不安などの相談に応じ

ます。 

●生活相談センター 

 経済的な問題や、生活困窮で生じる日常生活や社会生活などの相談に応じます。 

●障がい者基幹相談支援センター 

 障がい福祉事業者や専門職間の相談や支援の調整、研修等による障がい福祉人材の育成を行

います。また、障がいを中心とした複合的な相談に応じます。 
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（２）権利擁護・虐待防止の推進 

高齢者の権利擁護を進めるために、関係機関がそれぞれの役割を担い、適切な連携を取

りながら、専門機関同士の顔の見える関係性を構築し、虐待相談、早期発見・早期対応に

向けた取組を進めていきます。 

 

① 権利擁護・成年後見の強化 

■現状 

本市では、高齢者や障がい者の増加に伴う成年後見制度に係る支援の重要性から、平

成 29（2017）年３月に全国初の「成年後見制度の利用を促進するための条例」を制定

しました。また、平成 30（2018）年４月に市直営の後見ネットワークセンター（現基

幹福祉相談センター）を設置し、判断能力が十分でない、認知症、知的・精神障がい者

に対する支援を行ってきました。 

■今後の方針 

認知症高齢者の増加にともない、金銭管理や生活管理が十分にできない高齢者の増

加が予想されています。 

後見ネットワークセンター、障がい者基幹相談支援センター、生活相談センターの三

つの機能を備え、成年（未成年）後見支援・障がい者支援・生活困窮者支援の専門知識

を有する基幹福祉相談センターをはじめ、各種関係機関との連携を強化しながら、制度

の狭間で困窮することがないよう、高齢者の権利擁護に努めていきます。 

■市の主な取組 

権利擁護・成年後見制度利用促進 長寿応援課・共生社会推進課 

後見制度等の利用に関する支援を行う基幹福祉相談センターと、身近な相談窓口で

ある高齢者あんしん相談センターほか、一次相談窓口等が連携して対応することによ

り、高齢者個人が抱える問題に対応するとともに、権利擁護を推進します。 

生活保護事業 生活援護課 

市のケースワーカーと面接相談員が高齢者を含む要保護者の相談に応じ、生活保護

制度による保護費を支給することにより、憲法に規定された人権擁護を図ります。 
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② 高齢者虐待防止対策等の強化 

■現状 

本市はこれまで、個別支援会議の開催等、高齢者あんしん相談センター等の関係機関

との連携により、高齢者虐待の早期発見と迅速な対応を図るとともに、研修会の開催

等、様々な機会を通じて、虐待防止の普及啓発と意識の定着に努めてきました。 

■今後の方針 

関係機関がそれぞれの専門知識を活かしながら、役割を分担し、適切な連携による対

応を継続するために、意識の共有と専門機関の顔の見える関係を維持するとともに、虐

待防止の意識の定着を図る機会を継続していきます。 

■市の主な取組 

虐待相談・虐待対応 長寿応援課 

 高齢者虐待に関する相談や通報を受理し、高齢者あんしん相談センター等の関係機

関と連携し対応することにより、高齢者虐待の早期発見、早期対応と高齢者の生命財産

を守ります。 

地域ケア会議（再掲） 長寿応援課 

多様な人材と高齢者あんしん相談センター等の多職種が参加した会議を開催するこ

とにより、高齢者虐待をはじめとした個々の高齢者が抱える問題を解決し、適切な対応

の充実と支援をします。 

ホッとあんしん見守りネットワーク事業 共生社会推進課 

公的機関や地域住民、協力団体等との連携による見守りネットワークのさらなる拡

充を図り、日常生活における問題の早期発見と支援につなげていきます。 

人権研修会 生涯学習課 

市民向け研修会を開催することにより、高齢者虐待を含む人権課題について広く理

解と啓発を図ります。 
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（３）在宅生活の継続支援 

単身又は夫婦のみ高齢者世帯等、支援を必要とする高齢者の増加に伴い、日常生活の継

続に向けた生活支援の必要性が増しています。このため、多様な主体によるサービス提供

を含め、在宅福祉サービスの充実、見守り体制の強化、家族介護者支援を通じて、在宅生

活の継続支援を進めていきます。 

 

① 在宅福祉サービスの充実 

■現状 

高齢者が安全・安心な在宅生活を継続するためには、高齢者のニーズに応えたより的

確なサービスの提供が不可欠です。本市はこれまで、緊急時の対応や日常生活の支援、

補助金の支給等、高齢者在宅福祉サービスをはじめとしたサービスの提供に努めてき

ました。 

一方で、高齢化の進展にともない、身体に不安を抱える高齢者が増加する中で、移動

や入浴に不安を抱える軽度の要配慮者等の多様なニーズに応える体制の整備が求めら

れています。 

■今後の方針 

高齢者世帯等実態調査の結果においても、高齢者施策に求めるニーズとして、緊急

時・災害時の支援システムや在宅福祉サービスの充実が求められていることから、民間

サービスの導入状況も見極め、適切な連携をしながら、個々の高齢者が必要とする在宅

福祉サービス等の充実と創設を図っていきます。 

■市の主な取組 

訪問理美容サービス 長寿応援課 

理髪店や美容院に出向くことが困難な要介護３～５と認定された高齢者が、自宅で

手軽に理美容サービスの提供が受けられるよう費用の一部を支援します。 

緊急時連絡システム・高齢者見守り通報システム 長寿応援課 

 独り暮らし高齢者や日中独りになる高齢者へ、緊急時にボタンを押すと消防署へ通

報される装置を貸与することにより、高齢者の安全な生活の維持と、緊急時の対応に備

えます。 

高齢者日常生活用具購入費助成事業 長寿応援課 

 独り暮らし高齢者へ日常生活用具（電磁調理器）の購入費用を補助し、安全な在宅生

活を維持するとともに、自立した生活を支援します。 

介護保険市町村特別給付 長寿応援課 

特殊車両を使用しないと通院等の移動が困難な方に対する移送サービス、及び介護

保険法に定められた住宅改修の対象外工事で、本人の生活改善に資する工事に対し、保

険給付する住宅改良サービスを、市町村特別給付として実施します。 

 移送サービスについては、より利用しやすいように利用回数の上限見直し及び手続

の簡素化を検討し、早期の実施を目指すとともに、住宅改良サービスについては、利用

を促進するため一定のガイドラインを策定します。 
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障がい福祉サービス事業 共生社会推進課 

介護保険サービスと障がい福祉サービスとの併用や、それぞれのサービスへの移行

をスムーズに進めるため、障がい者相談支援事業所及びケアマネジャーとの連携強化

を図り、障がい者手帳を持つ高齢者が障がい福祉サービスを利用するときの併用や、介

護保険サービスへの移行をスムーズに行います。 

災害見舞金・災害弔慰金の支給 生活援護課 

 災害見舞金及び弔慰金の支給により、被災された高齢者等市民への慰労をします。 

家庭ごみ個別訪問収集事業 環境推進課 

 家庭ごみを集積所に出すことが困難な要介護（要支援）、または体の不自由な高齢者

世帯に対し、個別に自宅を訪問し、家庭ごみを収集することにより、日常生活の負担の

軽減を図ります。 

デマンド交通 都市計画課 

 タクシーを活用した低額の移送サービスを提供することにより、高齢者を含む交通

弱者の移動手段の確保を図ります。 

 

② 見守り体制の強化 

■現状 

本市はこれまで、民生委員・児童委員や町内会等の市民団体、事業所等の民間企業、

さらに相談機関の専門職や地域住民、行政機関と連携し、日常的に高齢者を見守る体制

を構築し、地域で高齢者の孤立を防止し問題の早期発見につなげてきました。 

一方で、問題の対応後のモニタリングを含む定期的な評価の仕組みや、見守り対象者

への効果的アプローチ方法の習得等を見守りの担い手のそれぞれが共有し、実践する

体制の整備が課題となっています。 

■今後の方針 

地域のコミュニティの核である市民力との協力・連携をさらに密接にするとともに、

見守りの体制の充実に必要な仕組みの整備や支援を行い、ネットワーク体制の強化に

努めます。 

■市の主な取組 

民生委員・児童委員による見守り 生活援護課 

 民生委員・児童委員による地域での見守り活動を行うことにより、高齢者の身近な相

談に応えるとともに、問題を抱えた高齢者の早期発見につなげます。 

緊急時連絡システム・高齢者見守り通報システム（再掲） 長寿応援課 

独り暮らし高齢者や日中独りになる高齢者へ、緊急時にボタンを押すと消防署へ通

報される装置を貸与することにより、緊急時の対応に備えるとともに、高齢者の安全な

生活を見守ります。 
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家庭ごみ個別訪問収集事業（再掲） 環境推進課 

家庭ごみを集積所に出すことが困難な要介護（要支援）、または体の不自由な高齢者

世帯に対し、個別に自宅を訪問し、家庭ごみを収集することにより、日常生活の負担軽

減を図るとともに、高齢者の生活を見守ります。 

ホッとあんしん見守りネットワーク事業（再掲） 共生社会推進課 

 公的機関や地域住民、協力団体等との連携による見守りネットワークのさらなる拡

充を図り、日常生活における問題の早期発見と支援につなげていきます。 

 

③ 家族介護者支援の推進 

■現状 

要介護者等を在宅で介護する家族等介護者への支援は、介護をしている方への負担

感の軽減になるとともに、介護を理由とした離職等を防止する上でも、今後ますます必

要となってきます。本市はこれまで、社会福祉協議会やボランティア団体と連携し、家

族介護者が情報を交換し、交流しながら、心身のリフレッシュを図ってもらう機会の提

供に努めてきました。 

■今後の方針 

埼玉県が、介護者の支援に焦点を当てた全国初となる「埼玉県ケアラー支援条例」を

令和２（2020）年３月に施行したことから、その取組との連携を見据えるとともに、ヤ

ングケアラーに対する児童福祉部局や教育部局との連携を含む、介護者への支援をさ

らに充実していきます。また、労働関係部局との連携を含めた職場環境の改善に関する

普及啓発等に努めます。 

■市の主な取組 

家族介護者交流事業 長寿応援課 

介護者（ケアラー）の交流やリフレッシュする機会を設ける事業の実施により、介護

者のストレス軽減や介護情報の提供、情報交換できる環境づくりを行います。 

仕事と介護の両立支援制度の周知 長寿応援課・産業観光課 

 介護のために一度離職をしてしまうと、再就職が難しく、仮に再就職をしても収入が

減少する場合も多いことから、介護者の生活自体も困窮する恐れがあります。このため

介護離職を防止する観点から、介護休業制度等の公的な両立支援策について周知を図

ります。 
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（４）安全・安心の生活環境と住まいの整備 

近年の災害の発生や新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、日頃からの市民への

意識啓発や備えがより重要になってきました。また、個人の尊厳が確保された生活の実現

に向けて、それぞれの生活ニーズにあった居住の確保が重要であることから、高齢者の安

全・安心対策の充実、バリアフリーのまちづくり、高齢者向け住環境の整備を通じて、安

全・安心の生活環境と住まいの整備を進めていきます。 

 

① 高齢者の安全・安心対策の充実 

■現状 

本市では、災害時においても高齢者の生命と財産を守るため、生活環境の整備、災害

時の備え及び意識啓発等、災害に強いまちづくりに向け取り組んできました。 

一方で、令和元年に重大な被害をもたらした台風第 19 号や令和２年の新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大等、誰もが経験したことがない危機的状況においても、地域の

高齢者が孤立化しないよう、災害や感染症等への備えや対応をさらに充実させる必要

があります。 

■今後の方針 

高齢者等の配慮を要する人が、災害や感染症の拡大等の緊急時においても十分な支

援が受けられるよう、生活環境の整備を進めるとともに、市民の災害等に対する意識の

啓発と備えとなる事業を、災害における地域防災計画や感染症における新型インフル

エンザ等対策行動計画等を念頭に、計画的に継続していきます。 

また、緊急時の対応には、行政機関だけでなく、地域住民の市民力による協力が不可

欠であることから、住民相互の協力体制の整備を支援します。 

■市の主な取組 

地区防災訓練・防災講座 防災危機管理課 

地域の防災訓練を通して防災対策の定着を図り、高齢者等の要配慮者の安全を確保

するとともに、防災講座を通じて地域における相互扶助の意識の高揚を図ります。 

いろは大学「防災講座」 いろは遊学館 

60 歳以上の市民を対象とした生涯学習講座において、防災講座を開催することによ

り、自助・共助・公助による防災についての意識の高揚を図ります。 

緊急時連絡システム・高齢者見守り通報システム（再掲） 長寿応援課 

 独り暮らし高齢者や日中独りになる高齢者へ、緊急時にボタンを押すと消防署へ通

報される装置を貸与することにより、災害時を含む緊急時の対応に備え、高齢者の安全

な生活を維持します。 

避難行動要支援者名簿 長寿応援課 

 避難行動要支援者名簿のうち、75 歳以上の高齢者や要介護認定者等で作成した同意

者名簿を活用し、災害時の安否確認や避難誘導等の支援を迅速かつ円滑に行うことが

できるよう、高齢者あんしん相談センターを中心とした日常の見守りを行うとともに、

要配慮高齢者の支援体制を整備します。 
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② バリアフリーのまちづくりの推進 

■現状 

本市はこれまで、志木ニュータウン内の交通安全対策の実施や、志木市橋りょう長寿

命化修繕計画の策定等、配慮を要する高齢者が安心して外出できる環境を整備すると

ともに、道路冠水対策や歩道の段差解消等、安全な環境を整備する普及啓発に取り組ん

できました。 

■今後の方針 

高齢化がさらに進む中、高齢者を含む要配慮者が安心して外出できる環境を整備す

ることは、介護予防や社会参加の観点からも重要であることから、今後も関係機関と連

携しながら計画的な整備と啓発を行っていきます。 

■市の主な取組 

歩道快適化事業 道路課 

高齢者を含む市民が安心して歩くことができるよう、市内にある歩道の段差の解消

や平たん性、有効幅員の確保等、歩きやすい歩道とするため、計画的に歩道の快適化を

推進します。 

 

③ 高齢者向け住環境の整備 

■現状 

本市では、高齢者の安全・快適な生活空間を確保するため、浴室の拡大や階段昇降機

の設置等、住宅のバリアフリー化を支援するとともに、住宅の耐震化を補助し、災害時

における高齢者の安全の確保に努めてきました。また、住環境の確保が困難な低所得者

に対し、生活保護制度による、住環境の確保を支援してきました。 

■今後の方針 

高齢者の居住環境の整備に向け、住宅のバリアフリー化や耐震化を推進するととも

に、生活面に困難を抱える高齢者には、住まいと生活の一体的支援が必要であることか

ら、住環境の保障に継続して取り組みます。 

■市の主な取組 

住宅の耐震化補助事業 建築開発課 

・建築物耐震診断、耐震設計及び改修補助事業 

地震による建築物の倒壊防止と安全な建築物を整備するため、昭和 56 年５月 31 日

以前に着工した自己居住用の住宅等の耐震診断、耐震設計、耐震改修費用を補助しま

す。 

・危険ブロック塀等撤去改修補助 

地震に伴うブロック塀による被害や避難、救助、消火活動の妨げになることを防ぐた

め、危険ブロック塀等の撤去、改修工事費用を補助します。 
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生活保護制度における住宅扶助及び介護扶助による

住環境の整備 
生活援護課 

生活保護制度における住宅扶助費及び介護扶助費の支給や、介護サービスによる住

宅改修等で、高齢者の住宅の確保及び在宅生活を支援します。 

介護保険制度による住宅改修及び市町村特別給付に

よる住宅改良 
長寿応援課 

 介護保険法に定められた住宅改修の給付を行うことにより、高齢者の在宅における

安全を確保するとともに、住宅改修の対象外工事で、本人の生活改善に資する工事に対

し、保険給付する住宅改良サービスを、市町村特別給付として実施します。 

 

 

 

■コラム■ 『「新型コロナウイルス感染症の予防」と 

元気で過ごすために心がけたいこと』 
 

新型コロナウイルス感染症予防のため、外出を控える動きが続いています。そのなかで、「動

かないこと（生活不活発）」による健康への影響も心配されています。 

そこで、元気に過ごすために次のことを心がけましょう。 

 

●意識して体を動かしましょう！ 

「動かない」（生活が不活発な）状態が続くことにより、心身の機能が低下して「動けなく

なる」ことが心配されます。また、転倒などを予防するためにも、日頃からの運動が大切

です。 

 

●しっかり食べて栄養に気をつけましょう！ 

動かないことで空腹にならず、食事の量を減らしていませんか？しっかりと食べて、体力

を維持し、免疫力の低下を防ぎましょう。 

 

●口を清潔に保ち、口を動かすようにしましょう！ 

外出しないことで人と会う機会が減り、話すことも少なくなります。一人でいても口を動

かすようにして口の周りの筋肉を使うようにしましょう。 
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２ みんなが参加する生きがいとふれあいの

あふれる元気なまちづくり 
 

 

■第８期計画で進める重点的な施策 

高齢者の中には、これまでの仕事中心の生活から、文化・スポーツ活動やボランティ

ア活動等に生きがいを見つけている人も増えています。高齢者等実態調査において、健

康度や生きがい並びに社会参加の度合いが高い人は、幸福度も高いという結果が出て

いることから、高齢者が地域での社会参加に意欲が持てるよう、活動の場や機会の確保

を進めていきます。 

また、地域福祉の観点からも、高齢者がサービスの「受け手」ではなく「担い手」と

しても活躍できるよう、地域貢献活動参加しやすい環境を整備していきます。 

■重点指標と目標 

重点指標（★） 
現状 ８期計画期間（目標値） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

フレイルサポーター養成者数 

（累積人数） 
12 人 20 人 28 人 36 人 

 ※令和２年度は見込値 

 

 

（１）社会参加と生涯現役の推進 

高齢者が定年等を理由にリタイアした後も、就労等を通じて地域社会で居場所や出番を

得られること、いままで培った専門的な知識や経験等を生かして、地域社会の支え手とな

り、健康で意欲を持ちながら暮らしていくことができる「生涯現役社会」の実現が求めら

れています。住民主体による住民のための支え合い活動の定着に向けてボランティア・福

祉人材を育成するとともに、関係機関との連携により就労的活動も含め生涯現役のための

各種取組を進めていきます。 

 

① ボランティア・福祉人材の育成 

■現状 

本市はこれまで、高齢者が集う憩いの場を様々なかたちで設置し、その担い手である

市民団体等を支援することにより、高齢者の地域活動への参加を促し、ボランティアと

して、主体的に活動できる人材の育成を図ってきました。また、活動の担い手を増やす

ため、参加意欲のある高齢者のマッチングの機会や、参加を後押しする仕組みづくりに

努めてきました。 
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■今後の方針 

ボランティア活動のみならず、就労活動や地域活動に高齢者が意欲的かつ気軽に参

加できる環境整備と仕組みづくりを継続していくとともに、行政と地域住民、民間企業

等多様な主体による協議を継続し、住民主体による住民のための支え合い活動の定着

を目指していきます。 

また、新たなる担い手を発掘し、促進する人材確保の取組として、ボランティアポイ

ント制度の活用と検証、さらに質の維持と向上、充実にも努めていきます。 

■市の主な取組 

アクティブシニア等社会参加支援事業 市民活動推進課 

市内を中心に活動するボランティア団体や事業所等と意欲ある高齢者のマッチング

の機会を提供することにより、ボランティアや就労活動、担い手の育成を図ります。 

また、事業の参加団体へは事前に説明会を行い、地域活動への参加促進、生きがいづ

くりの積極的な働きがけを推進します。 

老人福祉センター（福祉センター・第二福祉センター） 長寿応援課 

 高齢者の健康の増進、教養の向上及びレクリエーション活動の機会を提供していま

す。高齢者の憩いの場として利用しやすい環境づくりに努めます。 

いきがいサロン事業 長寿応援課 

小学校の余裕教室を利用した「いきいきサロン」（志木第二小学校）「ふれあいサロン」

（宗岡小学校）の２か所のいきがいサロンを設けています。地域のボランティアの運営

による高齢者の憩いの場となっており、高齢者間のコミュニケーションを深めるとと

もに、児童との交流の活性化を図り、利用者と運営者の生きがいづくりを進めます。 

街なかふれあいサロン事業 長寿応援課 

空き店舗を活用した「ふれあいサロンあざみ」「スペース・わ」「いろは元気サロン本

町」の３か所の街なかふれあいサロンを設けています。市民ボランティア団体が運営し

ており、高齢者の憩いの場としてだけでなく、見守りや声かけをはじめとする福祉活動

の拠点となっています。高齢者の交流やふれあいにより安心な生活につながる場とし

て活用を進めます。 

コミュニティふれあいサロン事業 市民活動推進課 

 空き家を活用したサロン「コミュニティふれあいサロンＲｅｉｗａ」を下宗岡に設置

しており、世代を問わず、地域の集いの場となっています。市民団体によるさまざまな

事業を展開し、地域活動推進の拠点として活用を進めます。 

生活支援体制整備事業 長寿応援課 

地域における支え合い、助け合いの体制づくりを推進するため、多様な主体による多

様な取組を進める生活支援コーディネーターを配置し、行政区域全体を対象とする第

１層協議体と、各圏域（中学校区）を対象とする第２層協議体を設置しています。住民

や多様な主体による協議体活動を通して、地域における支え合い活動の醸成や集いの

場の創出、住民が互いに関心を持ちながら支え合い、助け合う環境づくり、地域の担い

手づくりを進めます。 
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シニアボランティアスタンプ事業 長寿応援課 

ボランティア活動に参加したときに付与されるスタンプ数に応じて市内商店で使用

できる買物券を交付する制度を活用し、地域貢献活動への参加や介護予防を促進して

いきます。 

地域の「しょく（食・職）場づくり」事業 健康政策課 

健康・食育の推進と地域住民の共食機会を作るため、民間食品会社と共同した、住民

主体の「地域で食育を推進する人材」と「食を通じた集いの場を運営する人材」を発掘

し、育成します。 

認知症カフェ 長寿応援課 

認知症の高齢者やその家族、専門職や地域住民が交流・情報交換する場を支援し、参

加者や運営者の生きがいづくりと地域貢献の意欲の向上を図ります。 

認知症サポーター養成講座 長寿応援課・学校教育課 

認知症の高齢者とその家族をあたたかく見守る応援者（サポーター）を養成する講座

を開催し、認知症への正しい理解を深めるとともに、見守り体制の整備を図り、サポー

ターの地域貢献意識の向上を図ります。 

フレイル予防プロジェクト（★重点指標） 長寿応援課 

地域で行うフレイル（要介護前状態）チェックを実施する市民フレイルサポーターを

養成することにより、参加者及びサポーターの健康意識の高揚を図るとともに、生きが

いづくりにつなげます。 

食生活改善推進員養成講座 健康増進センター 

高齢者を含む市民の食生活の改善と健全な食生活の定着を図るため、地域での自主

的な食を通した健康づくりを支援する食生活改善推進員を養成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コラム■ 「しょく（食・職）場づくり」担い手育成・食育推進事業 

食育推進に関わる協定を締結する民間企業と連携し、地域における「食」の担い手となる

人材の発掘と育成を目指した「しょく（食・職）場づくり事業」では住民主体の「食」を通

じた地域活動が実践･継続できる人材「しょく（食・職）場づくりサポーター」を育成して

います。また、「しょく（食・職）場づくりサポーター」が、地域住民の「食」を支える事

業を実施するための環境整備を図っています。 

■コラム■ 「いきがいサロン・街なかふれあいサロン」とは 

小学校の余裕教室や空き店舗を活用した、高齢者などが楽しく集う憩いの場です。 

各サロンでは、四季折々のイベント、趣味活動などが開催され、ボランティアスタッフの皆

さんが美味しいお茶とともに、肩のこらないおしゃべり相手として皆さんのお越しをお待ち

しております。 

また、一緒に楽しい居場所を作り上げるボランティアスタッフも募集しています。 
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② 生涯現役の推進 

■現状 

 高齢者が支えられる側だけではなく、支え手として活動できる場を提供することは、

今後の社会構造の変化の中でますます必要となってきます。本市はこれまで、各相談機

関との連携や、就労を含む活動機会を作る仕組みを通じて、高齢者が生涯現役として活

動できる環境を整備してきました。 

■今後の方針 

ボランティア活動や就労活動を含む社会活動への参加は、自立支援・介護予防・重度

化防止の観点からも重要であることから、高齢者が意欲的かつ気軽に参加でき、生涯現

役として活動を促す事業を継続するとともに、関係機関との連携を強化していきます。 

また、サービス提供者と利用者が「支える側」と「支えられる側」という画一的な関

係性に陥ることがないよう、高齢者の社会参加を進めるため、就労活動支援コーディネ

－ター（就労的活動支援員）の役割を担う、生活支援コーディネーターや生活支援体制

整備協議体等、関係機関の相互の連携をさらに深め、新たな生活支援サービスの創設を

含めて活躍の場の充実を図ります。 

■市の主な取組 

アクティブシニア等社会参加支援事業（再掲） 市民活動推進課 

市内を中心に活動するボランティア団体や事業所等と意欲ある高齢者のマッチング

の機会を提供することにより、ボランティアや就労活動、担い手の促進を図ります。 

また、事業の参加団体へは事前に説明会を行い、地域活動への参加促進、生きがいづ

くりの積極的な働きがけを推進します。 

シニア世代向け就労支援事業 産業観光課 

高齢者がボランティアや就労活動等で活動できる機会を作るため、市内を中心に活

動するボランティア団体や事業所等と意欲ある高齢者をマッチングする事業を継続し

ます。 

ジョブスポットしき事業 産業観光課 

ハローワークの出張所である「ジョブスポットしき」を支援し、意欲のある高齢者の

就労と雇用を促進します。 

■コラム■ みんなで支え合う「生活支援体制整備事業」 

皆さんのご近所に気にかかる人はいますか？その人は何か困っていることがありますか？

その人を助けてくれる人はいますか？逆に、皆さん自身が何か困ったときに「助けて」と気

軽に声を掛け合い、助け助けられる関係の人はいますか？ 

生活支援体制整備事業は、それぞれの人が自分を大切にし、互いの個性やプライバシーを

尊重しながら、困ったときはお互いさまと自然に助け合う、そんな生き生きとした温かい地

域社会づくり、新しいふれあい社会づくりを進めています。 
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障がい者等就労支援センター 共生社会推進課 

就労に係る相談や働き先の開拓、就職後の職場への定着の支援等、高齢の障がい者や

生活に困窮する高齢者の就労を総合的に支援します。 

シルバー人材センター 長寿応援課 

高齢者が自らの知識と経験、技術を活かすことができるよう、雇用と社会貢献に従事

するシルバー人材を支援します。 

 

 

（２）地域活動への参加と生きがいづくりの促進 

高齢者の社会参加や社会的役割を持つことが、生きがいや介護予防につながるという観

点から、高齢者等の地域住民の力を活用することが重要となります。そのため、地域全体

が支え合う地域共生社会の実現に向けた地域ぐるみの活動の参加促進、様々な機会を利用

した生きがいと健康ライフスタイルの推進に向けた取組を進めていきます。 

 

① 地域ぐるみの活動の参加促進 

■現状 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるように、本市では「支え手」と

「受け手」という関係を越えたともに支え合う仕組みや事業の展開、地域への活動に参

加しやすい環境づくりを図ってきました。 

一方で、独り暮らし高齢者や高齢者世帯の増加から、高齢者が孤立しない集いの場等

の居場所の多様化と推進が求められています。 

■今後の方針 

高齢者を含む地域住民の誰もが、気軽に地域活動に参加できる環境を支援するとと

もに、高齢者の居場所づくりの推進に努めます。また、それぞれの制度や事業が横断的

に「丸ごと」つながり、地域全体が支え合う地域共生社会の実現を目指していきます。 

■市の主な取組 

いきがいサロン事業（再掲） 長寿応援課 

小学校の余裕教室を利用した「いきいきサロン」（志木第二小学校）「ふれあいサロン」

（宗岡小学校）の２か所のいきがいサロンを設けています。地域のボランティアの運営

による高齢者の憩いの場となっており、高齢者間のコミュニケーションを深めるとと

もに、児童との交流の活性化を図り、利用者と運営者の生きがいづくりを進めます。 

街なかふれあいサロン事業（再掲） 長寿応援課 

空き店舗を活用した「ふれあいサロンあざみ」「スペース・わ」「いろは元気サロン本

町」の３か所の街なかふれあいサロンを設けています。市民ボランティア団体が運営し

ており、高齢者の憩いの場としてだけでなく、見守りや声かけをはじめとする福祉活動

の拠点となっています。高齢者の交流やふれあいにより安心な生活につながる場とし

て活用を進めます。 
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いろは大学「学社融合音楽講座」・学社融合事業「いろ

はふれあい祭り」 
いろは遊学館 

志木小学校４年生との学社融合の生涯学習講座にて、歌や手遊び等の多世代交流を

行う音楽講座を開催したり、いろは遊学館・図書館と志木小学校の共催事業を開催した

りすることにより、高齢者が身近な地域の中で、楽しみながら仲間づくりや生きがいづ

くり、意欲の向上ができるよう支援します。 

市民文化祭・美術展覧会・芸能祭 生涯学習課 

文化・芸能活動を発表する機会を提供する事業を広く全市民を対象に開催すること

により、日頃の創作活動や練習の成果の発表による生きがいや意欲の向上につなげ、地

域活動への参加促進を図ります。 

自助・互助のまちづくりの推進と地域共生社会に向け

た基盤づくり 
共生社会推進課 

市役所内における市民の自助・互助を促進する事業について、庁内での取組を適切に

進行管理することにより、地域共生社会のまちづくりを推進します。また、市職員の意

識の定着と向上を図るため、職員向け研修会を開催します。 

元気の出るまちづくり活動支援事業 市民活動推進課 

団体による自発的な活動を活性化するため、団体間交流や地域活動、研修等、団体が

実施する活動に報奨金を支給し、支援します。 

生活支援体制整備事業（再掲） 長寿応援課 

地域における支え合い、助け合いの体制づくりを推進するため、多様な主体による多

様な取組を進める生活支援コーディネーターの配置と、行政区域全体を対象とする第

１層協議体、及び各圏域（中学校区）を対象とする第２層協議体を設置することにより、

協議体活動等を通した、地域における支え合い活動の醸成や集いの場の創出、住民が互

いに関心を持ちながら支え合い、助け合う環境づくり、さらに地域の担い手づくりを進

めます。 

老人クラブへの支援 長寿応援課 

各地域における単位老人クラブと老人クラブ連合会を支援し、高齢者が身近な地域

で交流しながら、活動できる機会の増加につなげます。 

グループサークル情報 生涯学習課 

地域活動を身近に感じてもらい、参加を促すため、グループやサークルの情報を冊子

やホームページ等様々な媒体により周知していきます。 
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② 生きがいづくりと健康ライフスタイルの推進 

■現状 

 本市はこれまで、介護予防や健康増進に係る事業の推進のみならず、活動に参加する

ことにより、高齢者自身の生きがいにつながる事業の展開を進めてきました。高齢者等

実態調査報告書の結果からも、健康状態がよく、生きがいがあったり、社会参加をして

いる人は幸福度が高いとの結果から、今後も高齢者の生きがいとなる事業の普及が必

要です。 

■今後の方針 

 高齢者自身の生きがいにつながる事業を様々な機会を通じ、広めていくとともに、参

加しやすい環境の整備に努めていきます。 

■市の主な取組 

保育園等による世代間交流事業・もくせいにおける世

代間交流事業 
子ども支援課・保育課 

高齢者を含む市民が、日々の生活に生きがいをもって暮らせるよう、子どもから高齢

者までが、互いに交流を深めるため、民間保育施設や幼稚園等と連携した、世代間のふ

れあい事業を開催します。 

市民文化祭・美術展覧会・芸能祭（再掲） 生涯学習課 

文化・芸能活動を発表する機会を提供する事業を開催し、日頃の創作活動や練習の成

果の発表によって、高齢者の生きがいや意欲の向上につなげます。 

いろは百歳体操事業 長寿応援課 

椅子に座って簡単にできる、おもりを使用した筋力アップ体操を、住民自らが通いの

場で実施、運営することにより、参加者と運営者の健康増進を図るとともに、生きがい

づくりにつなげます。 

 

   
■コラム■ 「アクティブシニア等社会参加支援事業」 

 

「地域で何か活動したい！」「地域貢献がしたい！」と思うものの、きっかけがなく、なか

なか一歩を踏み出せない退職者（アクティブシニア）の皆さんなどに、人材を求める団体を

紹介し、地域への参加を支援する事業で、平成 31 年１月 23 日に開催しました。 

「長年の経験を生かしたい」「引っ越しをしてきたばかりで活動場所がよくわからない」と

いう皆さんを応援する事業です。 

 

■参加団体 

 志木市、志木市社会福祉協議会、ＮＰＯ法人、 

市民活動団体、シルバー人材センター 

など 
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３ 健康を維持し、医療・介護・福祉のサービ
スが必要に応じて利用できるまちづくり 

 

 

■第８期計画で進める重点的な施策 

将来推計によると、毎年、75 歳以上の後期高齢者が顕著に増加していきます。後期

高齢者は、健康上の課題の個人差が大きくなり、また医療や介護サービスの需要が急激

に高まります。住み慣れた地域で自立した生活期間の延伸、ＱＯＬの維持向上を図るた

めに、高齢者の特性を踏まえた健康支援、介護予防の取組が必要となり、国保データベ

ースなど医療や介護のデータを利活用した保健事業と介護予防の一体的な取組を推進

していく必要があります。なかでも要介護の前段階であるフレイルについては、早期か

らの予防が重要であり、自主的な取組が地域全体で拡大、浸透するような仕組みづくり

を専門職が関与し、進めていきます。 

■重点指標と目標 

重点指標（★） 
現状 ８期計画期間（目標値） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ＫＤＢデータ分析による取組数 

（各年度） 
３件 ４件 ５件 ５件 

フレイルチェックの参加者数（各年度） 25 人 80 人 140 人 200 人 

 ※令和２年度は見込値 

 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者を地域で支えていくためには、日常生活圏域

において必要となる在宅医療・介護連携のための体制を充実させていくことが重要です。

そのため、看取りや認知症への対応力の強化といった観点も含めて、医療と介護の連携体

制を強化するとともに、人生の最終段階における意思決定に関する普及啓発を進めていき

ます。 

 

① 医療と介護の連携体制の強化 

■現状 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で、自分らしい暮ら

しを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護の一体的な提供体制の

構築に向けて、地域の医療職や介護職等で構成する在宅医療・介護連携代表者会議を設

置し、国が示す医療介護連携推進事業を進めてきました。また、地域医療連絡協議会に

おいても在宅医療の実情や課題の共有を図ってきました。 

一方、高齢者等実態調査における医療と介護の連携状況によると、介護関係者間の連

携は進んでいるものの、医療との連携は課題が多いことがわかりました。 
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■今後の方針 

 これまでの取組や調査結果を踏まえ、目的（あるべき姿）としている「住み慣れた地

域で最期まで療養したいという市民の希望が叶えられ、自由な選択により自分らしい

最期を迎えられる志木市であること」の実現に向け、現状分析や課題把握、地域の実情

に合った対応策の具体的検討と実施を進めていきます。また、朝霞地区医師会等の関係

団体や朝霞地区４市との協働により、より効果的な事業展開を図ります。 

■市の主な取組 

多職種連携の促進、強化 長寿応援課 

在宅医療・介護連携代表者会議において医療職と介護職でワーキンググループを構

成し「ケアカフェしき」やワークショップ等を開催し、地域の多職種連携の促進と強化

を図ります。また、平成 29（2017）年度に作成した「志木市医療・介護連携お助けガ

イド」の定期的な情報更新を行い、医療と介護関係者の円滑な連携につなげます。 

医療・介護関係者の情報共有支援 長寿応援課 

 高齢者の在宅療養生活を支えるために、入退院時や状態の変化等に応じて医療・介護

関係者間で速やかな情報共有が必要なことから、地域の実情に合った情報共有ツール

の整備を行い、活用につなげるための取組を進めていきます。 

在宅医療・介護連携に関する相談支援 長寿応援課 

 朝霞地区４市と朝霞地区医師会の協働による、地域の在宅医療・介護関係者の連携を

支援するための相談窓口（地域包括ケア支援室）と連携し、朝霞地区の在宅医療・介護

連携の課題を共有するとともに、地域の医療・介護関係者の連携を支援する事業を実施

します。 

地域医療連絡協議会の開催 健康政策課 

 朝霞地区医師会志木支部、朝霞地区歯科医師会志木支部、朝霞地区薬剤師会、朝霞地

区一部事務組合志木消防署と庁内関係機関が緊密な連携を図ることにより、地域医療

体制の向上や市民の健康づくりの推進、医療費の適正化等を目指します。 

もの忘れ相談訪問事業（認知症初期集中支援チーム事業） 長寿応援課 

認知症またはその疑いがある人の自宅を多職種で構成されたチームが訪問し、認知

症に関する情報提供や相談を行うことにより、適切な医療や介護サービスへの接続や

かかりつけ医との連携等、切れ目ない支援を行います。 

在宅医療と介護に関する普及啓発 長寿応援課 

 在宅医療・介護連携を推進するには、医療・介護関係者の連携だけではなく、市民が

在宅医療や介護について理解し、在宅での療養が必要になったときに必要なサービス

を適切に選択できるようにすることが重要です。高齢者等実態調査では「在宅医療」に

ついて知っている人は 65.9％でしたが、そのうち「よく知っている」と回答した人は

10.7％でした。今後は、在宅医療や介護に関する講演会の実施や広報、ホームページ等

への掲載ほか、市民への普及啓発の効果的な手段を探り、理解の促進を図っていきま

す。 
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災害時・感染症発生時に備えた体制づくり 

健康政策課・健康増進センタ

ー・長寿応援課・防災危機管理

課・共生社会推進課 

 近年の災害、感染症の拡大を踏まえ、救急時・災害時においても医療と介護の連携が

円滑に行われるよう、日頃から防災や障がい福祉の担当課との連携、検討を進めていき

ます。また、併せて朝霞地区医師会等の関係団体や県との連絡調整も行っていきます。 

 

■もの忘れ相談訪問事業（認知症初期集中支援チーム事業）の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 人生の最終段階に関する意思決定の推進 

■現状 

 高齢者等実態調査では「人生の最期を迎えようとする時、最期を迎えたい場所」と

して44.5％の人が「自宅」と回答し、病院や老人ホーム等の介護施設の選択肢より大

きく上回りました。「自宅」と回答した人の理由として多かったのが「住み慣れた居

住の場がいいから」「過剰な医療は受けたくないから」「家族に看取られたいから」が

挙げられます。本市では、人生の最終段階における意思決定支援の一つとして、平成

30年度から「わたしの想いをつなぐノート」（エンディングノート）とその書き方に

ついてまとめた冊子を作成し、配布しています。 

■今後の方針 

 市民が「人生の最終段階において送りたい生活・最期の迎え方」について、元気な

うちから考え、もしものときに家族等や医療・介護関係者に本人の意思が共有され、

望む療養生活、看取りが行われるよう、意思決定支援や看取りに関する普及啓発を推

進していきます。 
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■市の主な取組 

「人生会議」や看取りに関する普及啓発 長寿応援課 

 市民を対象に、自らが希望する医療やケアについて、前もって考え、周囲の信頼す

る人と繰り返し話し合い、共有する取組である「人生会議」や看取りに関する普及啓

発を行います。 

「わたしの想いをつなぐノート」の配布 長寿応援課 

 家族や大切な人に医療や介護を受けることになった場合の思いや希望を伝えたり、

自分自身の情報を整理するためのツールとして「わたしの想いをつなぐノート」の配

布を行う。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■豆知識■ 「11 月 30 日は人生会議の日」 

「人生会議」とは、もしものときのために、自身が望む医療やケアについて前もって考

え、家族等や医療・介護等のチームと繰り返し話し合い、共有する取組のことで、正式には

「ＡＣＰ(アドバンス・ケア・プランニング)」といいます。厚生労働省がＡＣＰの普及啓発

と認知度向上を図るため愛称を募集し、平成 30年に「人生会議」が愛称として決定されま

した。 

 また、同様の目的で、11 月 30 日（いい看取り・看取られ）が「人生会議の日」として、

人生の最終段階における医療・ケアについて考える日になりました。 

 

 

 

 

 

 

詳しくは厚生労働省

ホームページをご覧
ください 

人生会議のロゴマーク（厚生労働省） 

信頼できる身近な人と 
話してみませんか。 

 

自分が病気やけがをしたら… 
□生活や療養を「どこで」「どのよ

うに」したいか 
□誰にサポートしてほしいか 
□誰に知らせてほしいか  など 
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（２）認知症対策の推進 

国の認知症施策推進大綱の基本的考え方に基づき、認知症の発症を遅らせ、認知症にな

っても希望を持って自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、認知症の

人や家族の視点を重視しながら認知症施策に取り組むことが求められています。 

認知症は誰もがなりうることから、認知症の人やその家族が安心して暮らし続けるため

に地域での理解を深め、自然に誰もがサポートできる体制を整えていくことが必要です。 

また、健康づくりや介護予防、社会参加などの推進が認知機能の維持につながることか

ら関連事業と連携し、総合的な認知症施策を進めていきます。 

 

① 認知症対策の強化 

■現状 

本市では、認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活を送ることができる環

境づくりを推進するため、年齢を問わず地域で支えあう事業や認知症についての正し

い知識を普及する活動に努めてきました。一方、高齢者等実態調査において、認知症

に関する相談窓口の周知が不足しているという意見が多くありました。 

■今後の方針 

市民の認知症への理解を促進し、地域での見守りとサポートの体制づくりとともに

後見制度等の相談体制を強化します。また、かかりつけ医などの関係機関との連携に

より、認知症またはその疑いがある人の早期発見・早期対応と家族も含めた切れ目な

い支援を進めていきます。 

■市の主な取組 

認知症カフェ（再掲） 長寿応援課 

認知症の高齢者やその家族、専門家や地域住民が情報交換する集いの場を実施する

ことにより、認知症に関する理解を深めるとともに介護者を支援します。 

認知症ＳＯＳ声掛け模擬訓練 長寿応援課 

認知症で迷い人になった高齢者の声掛け方法を地域ぐるみで体験することにより、

認知症高齢者の安全等を確保するとともに、正しい対応方法の普及を図ります。 

認知症サポーター養成講座（再掲） 長寿応援課・学校教育課 

認知症の高齢者と家族をあたたかく見守る応援者（サポーター）を養成する講座を

開催し、認知症への正しい理解を深めるとともに、見守り環境の体制強化を図ります。

また小中学校でも講座を実施し子ども達への理解促進を図ります。 

もの忘れ相談訪問事業（認知症初期集中支援チーム事業） 

（再掲） 
長寿応援課 

認知症またはその疑いがある人の自宅を多職種で構成されたチームが訪問し、認知

症に関する情報提供や相談を行うことにより、適切な医療や介護サービスへの接続や

かかりつけ医との連携等、切れ目ない支援を行います。 

人生会議のロゴマーク（厚生労働省） 
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こころの相談 健康増進センター 

精神科医師や心理カウンセラーによる、様々な悩みを持つ本人や家族からの相談を

受けることにより、問題解決の支援を行うとともに認知症状への早期対応を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■コラム■ 「認知症声かけ模擬訓練について」 

～認知症になっても安心してひとり歩きできるまち～ 

認知症になっても安心して歩くことができる街づくりを目指し、認知症の方が道に迷われ

た場合を想定した訓練を行っています。 

「こんにちは。何かお困りですか」…あなたのひと声に救われる人がいます。 

また迷い人になった際の早期発見や保護に役立つ「見守りＳＯＳステッカー」の交付を行

い、認知症の方やそのご家族への支援を強化しています。 

 

見守りＳＯＳステッカー 認知症声かけ模擬訓練の様子 

■豆知識■ 「認知症」 

認知症は、近い将来、高齢者の５人に 1 人がなる病気として予想されており、年齢を重ね

るとともに誰にでも起こりうる身近な病気です。認知症について正しく知ることで、発症を

遅らせることや、発症した場合に備えることができます。 

認知症の方やそのご家族を地域ぐるみで温かく支えるためにも、世界アルツハイマー月間

に認知症について考えてみましょう。 

※注：1994 年「国際アルツハイマー病協会」（ADI）は、認知症への理解を進め、本人や家族への支援の充実を目的
に、世界保健機関（WHO）と共同で毎年９月 21 日を「世界アルツハイマーデー」と制定し、また９月を「世界アル
ツハイマー月間」として、様々な啓蒙活動を実施しています。 

■コラム■ 「徘徊高齢者位置探索システムの貸与」 

利用者が所持した小型端末機が発信する電波により、位置情報を素早く確認し、道に迷っ

たときなどの早期発見につなげます。 

■対象者 

  概ね 65 歳以上の高齢者で次のいずれかに該当する方 

①要支援１から要介護５までの認定者で徘徊の症状がある方 

②医師により認知症と診断された方 

本市では、認知症カフェや認知症サポーター養成講座など、市民の皆さんの交流により、

認知症の方やご家族を支援する取組を進めていますが、安心して暮らしていける制度の充実

にも努めるとともに、拡充の検討を図っていきます。 
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（３）健康づくり・介護予防の一体的な推進 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を行うため、介護予防を進めるに

あたっては、高齢者保健事業と一体的に実施するように努める必要があります。一体的に

実施するには、介護・医療・健診情報等の活用を含めた連携した取組が重要となります。

高齢者がいつまでも自分らしく、いきいきと過ごすことができるよう、健康寿命を延ばす

取組を進めるとともに、自立支援と重度化防止等の強化を進めていきます。 

 

① 健康寿命を延ばす取組 

■現状 

本市では、介護予防の重要性を高齢者が自ら気づき、自発的に日々の健康に気遣うこ

とができるよう、様々な普及啓発活動を展開し、身近な地域で気軽に参加できる仕組み

を構築してきました。高齢者等実態調査報告書の結果から、75 歳以上の後期高齢者は、

要介護リスクが高くなるという実態が明らかとなりました。 

■今後の方針 

人生 100 年時代の到来を見据え、高齢者がいつまでも自分らしく、いきいきと過ごす

ことができるよう、介護予防・疾病予防・健康づくりを一体的に取り組み、健康寿命の

延伸を図ります。さらに市民が主体的に取り組むことができるような仕組みを拡大し、

市民力を活用した施策を展開するとともに、高齢者が気軽に参加しやすい介護予防の

場を確保するため、地域における通いの場の促進を図っていきます。国や本市の将来ビ

ジョンにおける目標等と整合を図りながら、他の関連事業と有機的に連動し、適切な事

業計画の設定と達成状況の確認等、ＰＤＣＡサイクルに沿った取組を進めていきます。

また、令和２年から世界的に流行した新型コロナウイルス感染症を踏まえ、特に本計画

期間においては感染症予防を徹底した取組として実施します。 

■市の主な取組 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 

（重点指標★） 

保険年金課・健康政策課・長寿

応援課 

庁内連絡会議の開催や国保データベースシステム（ＫＤＢシステム）の活用による健

診・医療・介護データの横断的分析、評価及び地域課題の把握と健康状態が不明な高齢

者の状態把握並びに必要なサービスへのつなぎ等、関係部局で共通認識を図りながら

実施することにより、健康増進と介護予防、生活の質の向上を図ります。 

からだづくり教室 長寿応援課 

要介護リスクのある高齢者に、運動・栄養・口腔・認知機能向上を目的とした複合プ

ログラムを実施し、高齢者の心身機能の向上を図ります。 

シニア体操 長寿応援課 

ロコモ予防や骨折・転倒予防を目的とした筋力トレーニング講座を実施し、高齢者の

心身機能の維持向上と、介護予防の普及啓発を図ります。 

栄養改善訪問支援事業・栄養アップ訪問支援事業 長寿応援課 

食事や栄養に心配がある高齢者を対象に、管理栄養士がアドバイスをする訪問事業

を実施し、高齢者の栄養状態の維持向上と介護予防の普及啓発を図ります。 
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お口のケア訪問事業・お口はつらつ訪問支援事業 長寿応援課 

歯や飲み込み等に心配がある高齢者を対象に、歯科衛生士がアドバイスする訪問事

業を実施し、高齢者の口腔機能の維持向上と、介護予防の普及啓発を図ります。 

元気アップトレーニング 長寿応援課 

体力の衰えが気になる高齢者を対象に、理学療法士等が柔軟体操やトレーニングマ

シンを使った通所型の個別トレーニングを実施し、高齢者の心身機能の維持向上と介

護予防の普及啓発を図ります。また、高齢者が自宅でできる運動の推進も図っていきま

す。 

フレイル予防プロジェクト（再掲）(重点指標★) 長寿応援課 

「市民力による市民のためのフレイル予防」をコンセプトに、市民フレイルサポータ

ーを養成し、フレイルチェックを実施します。また、理学療法士等の専門職による支援

により、要介護状態前のフレイルの予防を目指します。 

いろは百歳体操事業（再掲） 長寿応援課 

椅子に座って簡単にできる、おもりを使用した筋力アップ体操を、住民主体の通いの

場で実施することにより、介護予防の意識を広く地域に広めます。 

健康 Step up 講座 健康増進センター 

高齢者の生活習慣病の予防と健康意識の高揚を図るため、健康講話と運動を組み合

わせ、楽しく参加できる健康講座を実施します。 

出前健康講座 健康増進センター 

高齢者が自発的に健康づくりに取り組む意識の向上を図るため、市民団体や町内会

等を対象とした、生活習慣病予防と改善等、講話や実技による健康教育講座を開催しま

す。 

特定健康診査・特定保健指導 健康政策課 

メタボリックシンドロームの予防と改善、自主的健康管理を目的に、40 歳から 74 歳

までの国民健康保険被保険者と被扶養者を対象とした健診と保健指導を実施します。 

各種がん検診事業 健康政策課 

各種がん検診を実施し、疾病の早期発見、早期治療に結びつけることにより、回復期

間の短縮や生活の質の向上を図ります 

いろは健康ポイント事業 健康政策課 

40 歳以上の対象者に活動量計を無償貸与し、歩数や体組成等を自身で確認しながら、

ポイントの獲得とポイント数に応じたお買物券に交換できる事業を実施することによ

り、健康意識の高揚と健康寿命の延伸を目指します。 

被保護者健康管理支援事業 
生活援護課・健康政策課・健康

増進センター 

生活保護受給者のうち、多くの健康問題を抱えながらも適切な生活習慣が確立され

ていない人に対し、健診の受診勧奨や要精検者への受診勧奨、治療中断解消への働きか

けを行うことにより、生活の質の向上と医療扶助費の適正化を図ります。 
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後期高齢者医療健康診査 保険年金課 

生活習慣病の予防及び早期発見、早期治療を目的に、75 歳以上の後期高齢者医療被

保険者を対象とした健診を実施します。 

体力測定 生涯学習課 

健康意識の普及啓発と高揚を図るため、健康まつり等、市が開催する事業において、

体力測定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コラム■ 「フレイルを予防しよう」 

「フレイル」とは、年齢を重ねて、心身の活力（筋力、認知機能、社会とのつながりな

ど）が低下した状態をいいます。フレイルは「虚弱」を意味する英語「frailty」（フレイル

ティ）を語源に、2014 年に日本老年医学会が提唱しました。多くの人が健康な状態からこ

のフレイルの段階を経て、要介護状態に陥ると考えられています。 

フレイルの兆候を早く発見して、日常生活を見直すなどの正しい対処をすれば、フレイル

の進行を抑制したり、健康な状態に戻したりすることができます。 

 

◆やってみよう！「指輪っかテスト」 

からだのフレイルとして、筋肉量が減少しているかをチェックするものです。  

① 両手の親指と人差し指で輪を作ります。 

② 利き足ではない方のふくらはぎの一番太い部分を力を入れず軽く囲んでみましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢「フレイル予防ハンドブック」から引用 
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■コラム■ 「いろは百歳体操ってなに？」 

高知県が発祥の体操で 100 歳になっても簡単にできるおもりを使った体操です！ 

志木市では、いろは百歳体操と名付けて、住民のみなさんが集まって体操をしています。 

 

 

 ○い きいきと 

 ○ろ うご（老後）も元気に 

 ○は つらつと 

 

 

自宅でひとりで運動をするのはつまらない。退屈…。 

そんなときに、週に 1回みんなで集まって体操をして、お話をしたり、帰りにお茶をした

り。 

いつの間にか階段の上り下りが楽になったり、荷物を持つのが楽になったりと百歳体操に

通っている多くの方が効果を実感しています。 

令和２（2020）年度現在、市内には 22 か所の集まれる場所があり、300 人を超える方が

体操に参加しています。 

申込み不要で、いつでもお気軽に参加できます。ぜひ参加してみませんか？ 

いろは百歳体操の様子 
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② 自立支援と重度化防止等の強化 

■現状 

高齢者の自立支援とＱＯＬ向上、重度化防止に資するケアマネジメント支援の一つ

として、平成 30（2018）年度から医療専門職が関与した自立支援型地域ケア会議を実

施しています。また、介護予防・日常生活支援総合事業では、サービスＡと専門職によ

るサービスＣの取組を推進しています。 

一方、住民主体の利用者支援であるサービスＢについては、行政による働きかけによ

る実施が事業の趣旨にそぐわないことから、積極的な誘導策は行っていない現状にあ

ります。 

■今後の方針 

要支援者、要介護者及び家族を支えるケアマネジャーや介護サービス事業者による

適切かつ質の高いケアマネジメントの適正化や向上を通じて、介護保険制度の基本理

念である自立支援や重度化防止等を実現できるような取組を推進していきます。また、

地域のリハビリテーション専門職の関与により、自立支援と重度化防止につながるリ

ハビリテーション支援を進めていきます。 

■市の主な取組 

自立支援型地域ケア会議 長寿応援課 

 要支援者等の事例を対象に、医師やリハビリテーション専門職等の多職種と協働で

行う自立支援型地域ケア会議を実施します。多職種による専門的見地からの助言によ

り、その人らしい自立した生活の実現に向けた介護予防ケアマネジメントの実施を目

指します。 

ケアプラン点検 長寿応援課 

 ケアプランが、介護保険制度の趣旨に即した「高齢者の尊厳を保持し、その有する力

に応じ自立した生活を営むことが出来る」ような適切なものとなっているか、作成した

ケアマネジャーとともに確認、検証をすることで、ケアマネジャー個人の視点を補い、

新たな「気づき」を支援します。 

地域リハビリテーション支援 長寿応援課 

 いろは百歳体操やフレイル予防プロジェクト等の介護予防事業に理学療法士が関わ

ることにより、リハビリテーション視点から適切な助言や支援を行います。 

介護事業所におけるリハビリ関係加算取得支援策の検討 長寿応援課 

 リハビリ事業所等と連携して機能訓練を行う訪問介護事業所や通所介護事業所など

が取得できる「生活機能向上連携加算」が算定されている被保険者の状況が、全国平均

に比べてかなり低いことから、要介護（要支援）者が地域においてより充実した機能訓

練を受けることができるよう、介護報酬改定の状況を注視しながら、事業所が加算取得

を促進できる効果的な取組（連携できる専門職の確保、派遣等）について検討します。 
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介護予防・日常生活支援総合事業の充実 長寿応援課 

従来の介護サービスの担い手から基準を緩和した訪問型サービスＡ、専門職が短期

集中的に支援し、状態の改善を目指す通所型・訪問型サービスＣ等、多様な実施主体が

参加した、多様なサービスを充実させ、給付と総合事業の組み合わせを含めた要支援者

及び総合事業利用者への適切かつ効果的な支援を実施します。 

また、総合事業の単価が弾力化されることを踏まえ、より参入を促進し、利用しやす

いサービスとするため、運営基準、報酬体系などの見直しや、ケアマネジメントサイク

ルや利用手続の簡素化を検討していきますが、これらの検討に当たっては、サービス提

供事業所やケアマネジャー等の専門職の意見を聴きながら進めていきます。 

サービスＢについては、現在は積極的な誘導策は行いませんが、実施を希望する主体

が現れた場合に、実施上の留意点等などの相談に応じられる体制を整えていきます。 

元気応援プログラム（短期集中予防サービス） 長寿応援課 

 理学療法士が利用者に合ったプログラムを立て、３～６か月の短期間で集中的に支

援を行います。また、個々の状況に合わせて、通所型または訪問型のサービスを提供し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■コラム■ 「自立支援型地域ケア会議」とは 

 自立支援型地域ケア会議とは、介護保険サービスを利用している方がいつまでもいきいきと

住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、その方の有する機能の維持・向上を重視し、

ケアマネジャーが作成するケアプラン（どのようなサービスを利用するかの計画）を検討する会

議です。 

 会議では、地域のさまざまな専門職（医師・薬剤師・リハビリ専門職、栄養士、歯科衛生士、

主任ケアマネジャー等）が参加し、専門的な立場から利用者の自立を支援するアドバイスを行い

ます。 

※検討対象者は、要支援１・２、事業対象者、要介護１の認定をお持ちの方の中から選定されま

す。 

 
 

会議の様子 
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４ 介護保険を安心して利用できるまちづくり 
 

 

■第８期計画で進める重点的な施策 

経済的に不安のある高齢者でも介護保険制度を安心して利用できるよう、活用でき

る制度の周知、構築を図っていきます。 

また、令和７（2025）年や令和 22（2040）年等の中長期的な展望を見据えた計画的

なサービスの整備や、人材の確保を図る必要があることから、介護人材がやりがいをも

って働き続けられる環境づくりと介護現場のイメージの刷新に、県と連携の上、対応す

る等、質の高いサービスの確保に努めます。 

また、質の高いサービスを提供するためには、介護保険事業の安定的な運営が必要な

ことから、給付適正化に関する取組についての目標を定め、達成状況に関する評価を行

い、結果を公表するよう努める等、一層の取組として強化していきます。 

■重点指標と目標 

重点指標（★） 
現状 ８期計画期間（目標値） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

社会福祉法人軽減制度の実施法人数

（累積） 
２か所 ３か所 ４か所 ５か所 

介護給付等の適正化 

・ケアプランの点検件数（各年度） ０件 12 件 12 件 12 件 

・住宅改修等の事後点検件数（各年度） ０件 12 件 12 件 12 件 

 ※令和２年度は見込値 

 

（１）介護保険事業の安定運営と介護保険サービスの向上 

令和７（2025）年や令和 22（2040）年も見据えつつ、介護保険制度の持続可能性を確保

していくため、低所得者への対策、介護保険サービスの提供と質の向上、及び介護保険事

業の安定運営と保険者機能の強化を進めるとともに、埼玉県や周辺市町村とも連携し、介

護人材の確保及び業務効率化の推進を進めていきます。 

 

① 低所得者への対策 

■現状 

本市はこれまで、介護サービスの必要な高齢者が、経済的理由により必要な介護サー

ビスの利用を控えることがないよう、介護保険法に定められている負担軽減策（特定入

所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療介護合算サービス費等）に加え、

独自の負担軽減策を講じてきました。 



第５章 実施に向けた施策の方向性 

92 

 

■今後の方針 

今後も引き続き、負担軽減策を講じていくとともに、制度の周知を図り、安心して介

護サービスを利用できるような環境を整えていきます。 

■市の主な取組 

社会福祉法人軽減制度の活用（重点指標★） 長寿応援課 

介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人が、あらかじめ県及び市に申し出るこ

とにより、一定の条件に該当する低所得者に対しサービス利用料の負担軽減を行いま

す。 

 また、制度に参加する社会福祉法人が少ないことから、市内に事業所を展開する未参

加の社会福祉法人に対しては、制度への参加の働きかけを行います。 

サービス利用料補助制度の実施 長寿応援課 

生活保護受給者を除く介護保険料第１段階該当者に対し、サービス利用料の補助を

行います。 

要介護高齢者手当の支給 長寿応援課 

在宅で生活する要介護４・５の認定を受けている、非課税世帯の人に対し、要介護高

齢者手当を支給します。 

認知症高齢者グループホーム家賃等補助制度（仮称）

の実施検討 
長寿応援課 

 認知症高齢者グループホームへの入居において、経済的理由によって利用を断念す

ることのないよう、国の地域支援事業要綱に基づく事業として、一定の要件に該当する

低所得者に対し、入居費及び食費の一部軽減を受けられる制度を検討し、今計画期間中

の実施を目指します。 

 

② 介護保険サービスの提供と質の向上 

■現状 

満 75 歳を超えると、要介護認定率が急激に上昇する傾向にあるといわれており、ま

た現在の本市の年齢別人口の状況を考慮すると、次の第９期計画期間（令和６（2024）

年度～令和８（2026）年度）においては、介護サービスを必要とする高齢者が急激に増

加することが予想されます。 

■今後の方針 

全国的には、まもなく高齢者人口が減少に転じる地域もありますが、本市において

は、高齢者人口は令和 22（2040）年頃までは増加傾向が続くと予想されることから、

今後も必要と思われるサービス基盤については計画的に整備します。同時に、介護サー

ビスの質の向上も求められており、質を担保する施策について検討します。 

 また、地域包括ケアシステムの考え方に基づき、住み慣れた地域で少しでも長く過ご

せるよう、引き続き市町村特別給付を行うことにより在宅生活の支援を図ります。 
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■市の主な取組 

サービス基盤の整備 長寿応援課 

介護離職ゼロの実現に向けて、本計画期間のみならず、第９期計画期間も見据えて、

今後必要と思われる施設、事業所の整備を計画的に図っていきます。 

地域密着型サービスの指定にあたっては、専門家や被保険者等の意見を反映するた

めに、介護保険運営協議会地域密着型サービス分科会の意見を聴取するとともに、一部

サービスの整備にあたっては、サービスの質の維持や事業の継続性を担保するため、公

募によって事業所を運営する法人の選定を行いますが、一部の施設等の整備について

は、県の補助金を利用した市の補助制度を設けており、整備に当たっては各運営法人に

対し周知を図り、活用を促します。 

介護相談員派遣事業の実施検討 長寿応援課 

 各施設等に外部の目を取り入れ、より地域に開かれる施設等となっていくことで、サ

ービスの質の向上を目指すため、国の地域支援事業実施要綱位置づけられる、市から委

嘱を受けた介護相談員が、定期的に施設等へ出向いて利用者から相談を受け、また施設

等の職員と懇談を行うことにより、施設等との橋渡しとして利用者の要望等を伝える

「介護相談員派遣事業」について、先進自治体の取組状況を把握の上、今計画期間中の

開始に向けて検討します。 

事業所の指導監督等 福祉監査室・長寿応援課 

市が指定する事業所（居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所、地域密着型サービ

ス事業所及び総合事業を実施する事業所）に対して、運営基準及び介護報酬に関する集

団指導を毎年行うとともに、定期的に実地指導を行うことで、利用者により適切なサー

ビスが提供されるよう環境整備を行います。 

 また、特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス

付高齢者住宅が設置された場合には、介護ニーズの受け皿として適切な役割を果たす

ようにするとともに、県と連携し質の確保を図っていきます。 

また、大きな制度改正等があった場合などは、必要に応じて集団指導とは別に事業所

連絡会を開催し、制度の周知を図るなど円滑な事業所運営が行えるよう支援します。 

介護保険市町村特別給付（再掲） 長寿応援課 

特殊車両を使用しないと通院等の移動が困難な高齢者に対する移送サービス、及び

介護保険法に定められた住宅改修の対象外工事で、本人の生活改善に資する工事に対

し、保険給付する住宅改良サービスを、市町村特別給付として実施します。 

 移送サービスについては、より利用しやすいように利用回数の上限見直し及び手続

の簡素化を検討し、早期の実施を目指すとともに、住宅改良サービスについては、一定

のガイドラインを策定します。 
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③ 介護保険事業の安定運営と保険者機能の強化 

■現状 

国では、平成 30 年度から高齢者の自立支援、要介護状態等の重度化防止に関する取

組状況や、給付適正化などの運営の安定化に資する施策への取組状況、地域課題の把

握、分析、住民との情報共有などＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向

けた体制等の構築など、様々な取組を評価指標とする「保険者機能推進強化交付金」を

新たに創設するなど、市町村に対して特に「重度化防止」「給付適正化」への取組の強

化が求められています。 

■今後の方針 

保険者機能推進強化交付金等の評価指標を活用し、実施済みの事項については引き

続き取り組むとともに、未実施の事項についても、実施できる体制が整い次第、順次取

組を進めていきます。また、保険者機能推進強化交付金については、重度化防止等の取

組に充当されることから、これらの取組を実施していくことで、交付金の確保に努めて

いきます。 

特に、給付適正化については、令和３（2021）年度より財政調整交付金の算定に勘案

されることも踏まえ、さらに取組を強化していきます。 

■市の主な取組 

介護給付等の適正化（重点指標★） 長寿応援課 

給付適正化事業については、主要５事業を重点的に取り組みます。また、効率的に実

施するために、地域ケア会議などの他の取組と連携して行うよう努めます。 

 

ア 認定の適正化（主要５事業） 

  日常業務を通じ、調査員が行った認定調査結果を全件点検するとともに、定期的に

介護認定審査会の合議体構成を入れ替えることで合議体の格差是正を図るなど、公

平かつ適切な介護認定の確保を図ります。 

  また、認定調査を委託する居宅介護支援事業所等のケアマネジャー向けに研修を

行い、調査結果のばらつきを極力抑えます。 

イ ケアプランの点検（主要５事業） 

  ケアプランが、介護保険制度の趣旨に即した「高齢者の尊厳を保持し、その有する

能力に応じ自立した生活を営むことが出来る」ような適切なものとなっているか、作

成したケアマネジャーとともに確認、検証をすることで、ケアマネジャー個人の視点

を補い、新たな「気づき」を支援します。 

  軽度者に関しては、現在自立支援型地域ケア会議を活用して実施していますが、自

立支援型地域ケア会議の対象外となっている中重度者に関しても別途実施します。 

ウ 住宅改修等の点検（主要５事業） 

  利用者の自立に資する住宅改修となっているか、書面審査やヒアリングを行うと

ともに、必要に応じ、実地による事後点検を行い、検証します。また、福祉用具の利

用についても、必要に応じ、実地での確認や、自立支援型地域ケア会議を活用して利

用状況を確認し効果を検証します。 
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エ 医療情報との突合・縦覧点検（主要５事業） 

  埼玉県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」といいます。）の介護給付適正化

システムを活用し、提供されたサービスの整合性の点検を継続的に行い、請求誤りや

医療報酬との重複請求の是正に取り組みます。国保連により抽出された対象者に関

し、全件点検します。 

オ 介護給付費通知書の送付（主要５事業） 

  サービス利用実績を利用者に通知し、サービス利用状況を利用者自身に知っても

らうことにより、利用者や事業者に対して適切なサービス利用、提供を啓発します。 

カ 給付実績データの有効活用 

  国保連の介護給付適正化システムを活用し、ケアプラン点検対象者の抽出時や実

地指導を行う際に事前に事業所ごとの傾向をつかむための参考資料とするなど、デ

ータの有効活用を図っていきます。 

 

④ 介護人材の確保及び業務効率化の推進 

■現状 

介護サービスを支える人材の不足は現在も全国的な課題となっていますが、団塊の

世代が間もなく 75 歳を迎えることにより、今後さらに介護職員が不足し、施設等を整

備するだけでは必要なサービスが提供しきれなくなることが懸念されています。 

都道府県が中心に行っていた、介護人材確保対策については、介護離職ゼロを目指し

ていくためには、今後は介護職に限らない専門職を含めた人材確保を、より地域の実情

に応じた対策として講じていくことも必要であり、市町村レベルでも実効性のある取

組が求められています。 

あわせて、業務の効率化によって、介護職員の身体的負担の軽減や時間的余裕の確保

も課題です。 

■今後の方針 

引き続き、元気な高齢者については、可能な範囲で支える側に回っていただくこと

で、サービスの担い手不足解消に少しでもつながるような施策を展開していきます。 

また、先進自治体の事例を参考に、介護事業所がより有効に人材を確保できるような

施策及び介護職員のレベルアップに資するような施策を検討していきます。 

■市の主な取組 

介護事業所とのマッチング機会創出 長寿応援課 

市内の事業所にて就労を希望する人や、介護職に興味のある人などを対象に、合同説

明会の開催を検討します。 

研修補助制度等の周知、実施の検討 長寿応援課 

埼玉県で現在実施している既存の研修補助制度を周知するとともに、市としても、市

内事業所への人材定着に有効、かつ既存職員のレベルアップにつながるような研修補

助制度について、先進自治体の状況を調査研究の上、実施を検討します。 
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文書負担軽減化の取組 長寿応援課、福祉監査室 

事業所が市に対して行う各種申請、届出時における提出書類を可能な限り簡素化す

ることにより、事業所の負担軽減を図ります。 

介護ロボット等の導入支援 長寿応援課 

県による介護ロボット等の導入支援の補助制度について周知を行い、特に施設サー

ビスにおいての活用を促すとともに、職員の負担軽減を図ります。 

介護に関する入門的研修の実施 長寿応援課 

介護予防・日常生活総合事業における訪問型サービスＡの資格要件として、近隣市と

合同で行っていた従来の「認定訪問介護員研修」について、キャリアアップにより直結

する入門的研修を新たに実施します。 

シニアボランティアスタンプ事業（再掲） 長寿応援課 

 ボランティア活動に参加したときに付与されるスタンプ数に応じて市内商店で使用

できる買物券を交付する制度の活用を検証しながら、新たな担い手を発掘し、人材確保

に取り組んでいきます。 

要介護認定を行う体制の整備 長寿応援課 

今後も要介護認定申請件数の増加が見込まれることから、認定業務を遅滞なく適正

に実施し、迅速なサービス利用に結び付けるために、要介護認定期間の延長など、認定

業務の効率化を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コラム■ 「シニアボランティアスタンプ制度」 

シニアボランティアスタンプ制度とは、元気な 65 歳以上の方が、地域貢献活動、介護ボ

ランティアに積極的に取り組み、地域やグループとのつながりのなかで、生きがいを感じな

がら自立して暮らしていくことを目的としています。指定の地域貢献活動や登録介護施設等

のボランティアに参加した場合に、１回１スタンプを加算し、たまったスタンプに応じて市

内で使えるお買い物券に交換できる、志木市独自の制度です。 

 

 ■対象者 

65 歳以上の志木市民（介護保険の第１号被保険者）で、要支援・要介護の認定

を受けていない方、総合事業対象者となっていない方。 

なお、介護保険料の滞納がある方、また、生活保護制度をご利用の方は交換す

ることができませんのでご了承ください。      

■登録方法 

  本人が登録の申請を行ってください。 

登録申請は、随時受け付けています。 

■受付場所 

   志木市役所長寿応援課 いきがい支援グループ 
シニアボランティアスタンプ手帳 
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１ 介護保険料設定の考え方 
 

（１）介護保険事業の財源構成及び第１号被保険者の負担割合 

①財源構成 

 介護保険の給付に要する費用及び地域支援事業に要する費用（自己負担分を除く）につ

いては、介護保険法により公費（国・県・市）と保険料（第１号被保険者（65歳以上）・

第２号被保険者（40歳以上65歳未満））とで、半分ずつ負担することとなっています。第

８期計画における介護給付費及び地域支援事業費の財源割合は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域支援事業「介護予防・日常生活支援総合事業」については、これらの実施により給付費の抑制効果が見込まれる

ことから，介護給付費と同様に第２号被保険者の保険料を財源として充てているものです。 

※地域支援事業「包括的支援事業・任意事業」は、高齢者あんしん相談センター運営費、認知症総合支援事業・在宅医

療・介護連携推進事業費や、市独自の事業（家族介護者支援事業）等です。（「介護予防・日常生活支援総合事業」は

138ページ参照） 

介護給付費(居宅分） 介護給付費(施設分）

第1号被保険者

23.0%

第2号被保険者
27.0%国

25.0%

県

12.5%

市
12.5%

第1号被保険者

23.0%

第2号被保険者

27.0%
国

20.0%

県

17.5%

市

12.5%

地域支援事業費 地域支援事業費
(介護予防・日常生活支援総合事業） (包括的支援事業・任意事業）

第1号被保険者

23.0%

第2号被保険者
27.0%

国

25.0%

県
12.5%

市
12.5%

第1号被保険者
23.0%

国

38.5%

県
19.25%

市

19.25%
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②第１号被保険者の負担割合 

保険料のうち、第１号被保険者が負担すべき割合については、全国の第１号被保険者と

第２号保険者の人口比率を基に、全国一律の値が政令で定められています。第８期計画期

間においては、第７期計画期間に引き続き、全体の23％となります。 

また、保険給付費において国が負担する25％のうち、５％は調整交付金となります。調

整交付金とは、高齢者の人口構成や所得水準などの市町村の責めによらない要素を全国的

に財政調整を行うもので、市町村へ実際に交付される額は５％よりも少なくなる場合があ

ります。本市の場合、後期高齢者比率が全国平均より低く、所得水準が全国平均よりも高

いことから、第８期計画期間における実際の交付見込は３年間平均で2.4％程度と見込ん

でいます。そのため、５％との差額の2.6％が不足することとなりますので、不足分につ

いては第１号被保険者の保険料で負担することとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護給付費(居宅分） 介護給付費(施設分）

第1号被保険者

25.6%

第2号被保険者
27.0%

国

22.4%

県

12.5%

市
12.5%

第1号被保険者

25.6%

第2号被保険者

27.0%国
17.4%

県
17.5%

市
12.5%

地域支援事業費 地域支援事業費
(介護予防・日常生活支援総合事業） (包括的支援事業・任意事業）

第1号被保険者
23.0%

第2号被保険者
27.0%

国

25.0%

県
12.5%

市
12.5%

第1号被保険者
23.0%

国
38.5%

県
19.25%

市
19.25%
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（２）介護保険料基準額設定の流れ 

 介護保険料は、下記のフロー図の流れに基づき算定をします。 

 計画期間の３年間における介護給付費及び地域支援事業費の原則23％が第１号被保険者

が負担すべき金額となり、これを所得段階に応じて介護保険料として納めていただく形と

なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・サービスの利用状況 

・施設等の整備に伴う影響 

・被保険者数、認定者数の推計 

・サービスの利用意向 

介護サービス利用見込量 

（回数、日数、人数） 

・報酬改定の影響 

・級地区分の見直し 

総給付費見込額 

・特定入所者介護サービス費 

・高額介護サービス費 

・高額医療合算介護サービス費 

・審査支払手数料 

の見込額 

標準給付費見込額（Ａ） 

・地域支援事業費見込額（Ｂ） 

介護保険料基準額 

・所得段階区分の設定 

・所得段階ごとの料率の設定 

・予定収納率 ・調整交付金見込額 

・介護給付費準備基金の繰入額 

・市町村特別給付費見込額 

第１号被保険者負担分総額 

（（Ａ＋Ｂ）の２３％） 
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（３）第１号被保険者の推計 

本市の高齢者人口は全体として増加しており（14ページ参照）、第１号被保険者数は令

和５（2023）年度には19,120人となる見込みです。このうち65歳から74歳までの前期高齢

者数は引き続き減少傾向にあることから、令和５（2023）年度の前期高齢者数は、令和２

（2020）年度から約1,000人減の8,208人となりますが、逆に75歳以上の後期高齢者は伸び

続け、令和５（2023）年度には令和２（2020）年度から約1,300人増の10,912人となる見

込みです。特に、85歳以上は、令和５（2023）年度には3,200人と見込まれ顕著な伸びを

示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：人)

（参考）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

第1号被保険者数 18,333 18,617 18,777 18,974 19,037 19,120 19,247

前期高齢者 9,471 9,301 9,190 9,202 8,677 8,208 7,504

後期高齢者 8,862 9,316 9,587 9,772 10,360 10,912 11,743

（75歳ー84歳） 6,760 6,979 7,043 6,998 7,370 7,712 8,152

（85歳ー　　） 2,102 2,337 2,544 2,774 2,990 3,200 3,591

実績値 推計値

 資料：実績値は、介護保険事業月報（各年９月末日現在） 

推計値は、長寿応援課推計 
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（４）認定者数の推計 

 本市の要介護（要支援）認定者数（第２号被保険者を除く）の将来予測について、国の

地域包括ケア「見える化」システムによる推計によれば、第８期計画の最終年度である令

和５（2023）年度には 3,363 人となっており、毎年増加するものと見込まれます。 

 

■要介護(要支援)認定者数の将来予測（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国の地域包括ケア「見える化」システムの将来推計ツールを用いた推計結果 

（令和元年度から令和２年度の実績値の変化を基に、単純にこの変化の傾向が今後も継続するものと仮定して推計した

ものです。） 

 

（５）保険料の弾力化 

 介護保険料は、所得状況等に応じた段階別の保険料設定となっています。介護保険法施

行令では標準的な段階別保険料率（９段階）が定められていますが、市町村ではこれによ

らず、独自の保険料率の設定や所得区分をさらに細かく区分する多段階化など、弾力的な

運用も認められています。 

本市では、これまで標準的な段階別保険料率を用いてきましたが、 

・保険料の多段階化は、基準月額を抑制する効果があること。 

・本市の被保険者の所得分布は、近隣自治体に比べ上位所得者層の割合が高く、抑制効果

が高いと考えられること。 

・隣接するすべての市町では多段階化を実施していること。 

などを勘案した結果、低所得者への配慮や負担の公平性を考慮し、第８期計画においては

多段階化（13段階・125ページ参照）を行うこととします。 

   

（人）

436 453 473 505 574 
363 383 401 428 497 
751 793 831 893 

1,080 
466 490 515 559 

712 
371 391 414 

449 

562 

366 388 411 
448 

600 

289 303 318 
343 

444 

3,042 3,201 3,363 
3,625 

4,469 

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5
総計
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２ 介護給付費等の推計 
 

（１）介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込みとその確保策 

①居宅サービス 

 ①－１ 訪問介護 

介護職員が居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事の世話などの身体介護と調理、洗濯など

の生活援助を受けるサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

認定者の増により、今後も増加傾向を見込んでいます。 

１人当たり給付費は、６万円台後半で推移する見込みです。 

 

①－２ (介護予防）訪問入浴介護 

介護職員等が居宅を移動入浴車等で訪問し、サービス事業者が持参する浴槽にて入浴介

護を受けるサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 271 322 329 356 379 390

利用回数（月） 要介護 5,247.7 5,980.5 6,824.7 7,798.8 8,346.2 8,491.6

総給付費（千円） 要介護 189,063 204,016 244,502 285,208 305,385 310,955

１人あたり給付費（円） 要介護 58,099 52,883 61,001 66,762 67,147 66,443

実績値（※） 見込値

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 0 0 0 0 0 0

要介護 35 35 32 34 35 35

計 35 35 32 34 35 35

要支援 0 0 0 0 0 0

要介護 179 190 172 173.0 177.8 177.8

要支援 0 0 0 0 0 0

要介護 26,825 28,230 25,724 26,408 27,142 27,142

計 26,825 28,230 25,724 26,408 27,142 27,142

１人あたり給付費（円） 64,793 67,536 66,746 64,725 64,624 64,624

実績値（※） 見込値

平均利用人数（月）

利用回数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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【今後の見込み】 

現在、利用者のほとんどが重度者であることから、要支援者向けの介護予防訪問入浴介

護についての見込量は設定しません。 

１人あたり給付費は６万円台で推移すると思われます。 

 

①－３ （介護予防）訪問看護 

医師の指示により看護師等が居宅を訪問し、療養上の世話や診療の補助を受けるサービ

スです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

認定者の増により、今後も増加傾向を見込んでいます。 

１人当たり給付費は、４万円台で推移する見込みです。 

 

①－４ （介護予防）訪問リハビリテーション 

医師の指示により理学療法士、作業療法士等が居宅を訪問し、必要なリハビリテーショ

ンを受けるサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 28 35 40 43 45 46

要介護 136 154 195 222 237 245

計 164 189 235 265 282 291

要支援 164.6 199.6 320.8 375.3 391.4 400.4

要介護 919.0 1,136.5 1,610.5 1,918.9 2,070.9 2,138.9

要支援 7,985 10,106 13,635 16,172 16,885 17,253

要介護 63,428 74,653 101,754 123,483 133,284 137,626

計 71,413 84,759 115,389 139,655 150,169 154,879

１人あたり給付費（円） 36,231 37,304 39,254 43,917 44,376 44,353

実績値（※） 見込値

平均利用人数（月）

利用回数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 8 10 10 11 11 11

要介護 47 58 70 77 81 83

計 55 68 80 88 92 94

要支援 93.6 97.8 120.7 143.7 143.1 143.1

要介護 637.4 702.9 909.9 1,042.0 1,083.5 1,096.5

要支援 3,384 3,531 4,396 5,319 5,299 5,299

要介護 22,635 24,932 32,558 37,863 39,425 39,913

計 26,019 28,463 36,954 43,182 44,724 45,212

１人あたり給付費（円） 39,483 35,049 36,356 40,892 40,511 40,082

実績値（※） 見込値

平均利用人数（月）

利用回数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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【今後の見込み】 

認定者の増により、今後も増加傾向を見込んでいます。 

１人当たり給付費は、４万円台で推移する見込みです。 

 

①－５ （介護予防）居宅療養管理指導 

通院が困難な方を対象に、医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士等が利用者の居宅を訪

問し、自宅で生活する上における注意点の指導などをします。（医療的措置は原則行われ

ません。）また、必要に応じ医師等は担当ケアマネジャーに情報提供を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

今後も認定者数の増に伴い、引き続き増加傾向が見込まれます。 

１人当たり給付費は、ほぼ横ばいの約１万６千円台で推移する見込みです。 

 

①－６ 通所介護 

通所介護施設で、食事、入浴などの日常生活上の支援や機能訓練を日帰りで利用するサ

ービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

今後も認定者数の増に伴い、引き続き増加傾向が見込まれます。 

１人当たり給付費は、８万円台後半で推移する見込みです。 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 60 72 63 58 61 63

要介護 382 452 515 564 597 607

計 442 524 578 622 658 670

要支援 9,997 12,226 10,420 9,663 10,157 10,490

要介護 79,407 90,561 103,265 114,396 121,202 123,099

計 89,404 102,787 113,685 124,059 131,359 133,589

16,830 16,336 16,390 16,621 16,636 16,616

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 431 471 482 518 556 575

利用回数（月） 要介護 4,388 4,881 5,144 5,640.5 6,138.6 6,358.3

総給付費（千円） 要介護 393,827 449,459 483,129 543,839 591,792 611,643

１人あたり給付費（円） 76,137 79,534 82,592 87,490 88,698 88,644

実績値※ 見込値

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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①－７ （介護予防）通所リハビリテーション 

医師の指示により、介護老人保健施設や病院などで、食事上の日常生活上の支援や機能

訓練、リハビリテーションを日帰りで受けるサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【今後の見込み】 

令和２（2020）年度については新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者が前年

比減少の見込みですが、令和３（2021）年度以降は感染状況がある程度収束している前提

で利用者数を見込んでいます。 

１人当たり給付費は、６万円台前半で推移する見込みです。 
 

①－８ （介護予防）短期生活入所介護 

介護老人福祉施設などに短期間入所して、日常生活上の支援や機能訓練を受けられるサ

ービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

利用日数が長くなっていることから、１人あたり給付費が伸びています。 

１人当たり給付費は、12 万円台で推移する見込みです。 

　

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 75 67 46 67 70 73

要介護 168 199 171 224 238 246

計 243 266 217 291 308 319

利用回数（月） 要介護 1,361.9 1,599.3 1,391.7 1,811.5 1,921.5 1,984.2

要支援 29,412 27,129 19,691 27,665 29,013 30,345

要介護 133,489 159,556 142,487 190,635 202,217 208,541

計 162,901 186,685 162,178 218,300 231,230 238,886

１人あたり給付費（円） 55,865 58,339 62,012 62,514 62,562 62,405

実績値※ 見込値

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※要支援の利用回数は、報酬が月額制のため表示しない。 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

　

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 5 4 3 3 3 3

要介護 109 116 98 99 108 111

計 114 120 101 102 111 114

要支援 23.0 21.0 30.1 33.1 33.1 33.1

要介護 1,256.6 1,320.2 1,280.2 1,410.7 1,540.6 1,576.0

要支援 1,774 1,615 2,126 2,377 2,379 2,379

要介護 123,571 132,179 130,191 146,094 159,619 162,699

計 125,345 133,794 132,317 148,471 161,998 165,078

１人あたり給付費（円） 91,825 93,234 110,297 121,300 121,620 120,671

実績値※ 見込値

平均利用人数（年）

利用日数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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①－９ （介護予防）短期入所療養介護 

介護老人保健施設などに短期間入所して、看護や日常生活上の支援、機能訓練などを 

受けられるサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

要支援者に関しては利用実績がほとんどないことから、要支援者向けの介護予防短期入

所療養介護についての見込量は設定しません。 

１人当たり給付費は、10 万円台から 11 万円台で推移する見込みです。 

 

①－10 （介護予防）特定施設入居者生活介護 

指定を受けた有料老人ホームなどの特定施設に入居している方が、入浴、排せつ、食事

などの介護やその他日常生活上の支援、機能訓練等を受けられるサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

入居者の介護度の上昇により、要支援者は減少し要介護者が増加すると思われます。ま

た、他市の施設整備の影響を一定程度見込んでいます。１人当たり給付費は、17 万円台

から 18 万円台で推移する見込みです。 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 ＊0 ＊0 0 0 0 0

要介護 15 18 12 12 13 12

計 15 18 12 12 13 12

要支援 1.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0

要介護 81.8 115.8 94.8 97.4 107.7 97.4

要支援 115 71 0 0 0 0

要介護 11,694 17,060 14,930 15,598 17,713 15,606

計 11,809 17,131 14,930 15,598 17,713 15,606

１人あたり給付費 65,971 78,585 91,444 108,319 113,545 108,375

実績値※ 見込値

平均利用人数（月）

総利用回数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※利用人数欄における「＊０」は利用者が月平均１人未満 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 43 49 37 34 35 37

要介護 156 160 176 197 210 221

計 199 209 213 231 245 258

要支援 38,714 41,606 31,279 29,192 29,910 31,759

要介護 355,572 369,313 414,029 469,517 501,517 528,074

計 394,286 410,919 445,308 498,709 531,427 559,833

164,973 194,499 173,171 179,909 180,757 180,825

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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【整備方針】 

令和３（2021）年１月現在、市内に５事業所があります（238 床）。介護老人福祉施設等

を補完するものとして、第９期計画期間中の介護需要の高まりを見据え、令和７（2025） 

年度中に１事業所の整備完了を目指します。 

 

①－11 （介護予防）福祉用具貸与 

日常生活の自立を助けるための福祉用具（車いす、特殊寝台など）の貸与を受けるサー

ビスです。 

※介護度により対象となる福祉用具の範囲が異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

今後も認定者数の増に伴い、引き続き増加傾向が見込まれます。なお、１人あたり給付

費は１万円台で推移すると思われます。 

 

①－12 特定（介護予防）福祉用具購入（販売） 

衛生上の観点から貸与になじまない福祉用具（入浴、排せつ時に使用するもの）の購入

費を支給するサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 217 226 239 258 272 285

要介護 541 619 707 791 848 863

計 758 845 946 1,049 1,120 1,148

要支援 14,756 15,055 14,964 16,141 17,018 17,833

要介護 88,881 101,297 113,597 128,340 138,453 139,528

計 103,637 116,352 128,561 144,481 155,471 157,361

11,405 11,478 11,234 11,478 11,568 11,423

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 5 5 6 6 7 7

要介護 9 11 13 15 15 17

計 14 16 19 21 22 24

要支援 1,492 1,190 1,431 1,431 1,692 1,692

要介護 3,098 3,509 4,369 5,063 5,063 5,735

計 4,590 4,699 5,800 6,494 6,755 7,427

27,321 27,970 34,524 38,655 40,208 44,208

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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【今後の見込み】 

身体状態等により購入する用具が異なるため、見込を立てるのが困難なサービスです

が、認定者数の増に伴い、引き続き増加傾向が見込まれます。 
 

①－13 （介護予防）住宅改修 

手すりの取り付けや段差解消など、居宅における環境改善のために住宅改修に要する費

用を支給するサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

身体状況等により改修内容が異なるため見込を立てるのが困難なサービスですが、基本

的には認定者数の増に伴い、引き続き増加傾向が見込まれます。 

１人あたりの給付費は改修の内容で大きく変化しますが、概ね９万円台で推移すると思

われます。 
 

①－14 居宅介護支援（介護予防支援） 

利用者が円滑にサービスを受けられるよう、介護支援専門員が介護サービス計画（ケア

プラン）の作成を行うとともに、サービス提供事業者との連絡・利用調整等を行います。 

なお、利用者負担は原則ありません。（全額保険者が給付します） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

今後も認定者数が増加することから、給付費の増額が見込まれます。 

１人あたり給付費は１万２千円前後で推移すると思われます。 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 6 5 5 8 8 8

要介護 10 11 8 13 13 14

計 16 16 13 21 21 22

要支援 6,557 5,436 5,199 8,353 8,353 8,353

要介護 11,615 11,592 8,853 15,008 15,008 16,002

計 18,172 17,028 14,052 23,361 23,361 24,355

94,646 88,688 90,077 92,702 92,702 92,254

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 295 299 293 297 316 329

要介護 886 994 1,046 1,088 1,173 1,214

計 1,181 1,293 1,339 1,385 1,489 1,543

要支援 16,849 17,111 16,752 17,313 18,433 19,191

要介護 161,179 167,907 182,193 194,221 209,886 216,587

計 178,028 185,018 198,945 211,534 228,319 235,778

12,559 11,923 12,329 12,728 12,778 12,734

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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②地域密着型サービス 

②－１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

介護職員や看護職員が利用者の居宅に定期的な巡回訪問または随時の通報を受け訪問し

日常生活上の世話や療養上の世話などを 24 時間対応で受けられるサービスです。 

要介護１以上の方が利用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

事業所整備の影響を見込み、令和５（2023）年度には月平均 20 人の利用が推計されま

す。 

なお、１人あたり給付費は母数が少ないため増減がありますが、令和５（2023）年度に

は約 15 万円となると思われます。 

 

【整備方針】 

現在市内に事業所がなく、利用を希望する方は他市等の事業所の利用を、その事業所が

所在する自治体の同意を得て特例的に認めていただいている状況です。 

この状況を解消するため、令和５（2023）年度中に１事業所の整備完了を目指します。 

また、指定に際しては被保険者等の意見を反映させる機会を設けるため、介護保険運営

協議会・地域密着型サービス検討部会の意見を聴取することとします。 

 

②－２ 夜間対応型訪問介護 

介護職員が夜間において、利用者の居宅に定期的な巡回訪問または随時の通報を受け訪

問し日常生活上の世話などを受けられるサービスです。 

要介護１以上の方が利用できます。 

 

【今後の見込み・整備方針】 

現在、市内に事業所はありません。定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備を優先す

るため、第８期計画期間においてはサービス見込量は設定しておりません。 

なお、事業所の新設相談には随時応じておりますが被保険者等の意見を反映させるた

め、新規指定に際しては介護保険運営協議会・地域密着型サービス検討部会の意見を 

聴取することとします。 

 

 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 5 6 7 8 8 20

総給付費（千円） 要介護 9,999 10,905 11,022 12,246 12,252 37,101

181,801 141,627 139,133 127,563 127,625 154,588

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

 ※令和２年度は見込み 

※利用回数は、報酬が月額制のため表示しない。 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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②－３ 地域密着型通所介護 

定員が 18 人以下の小規模な通所介護施設で、食事、入浴などの日常生活上の支援や機

能訓練を日帰りで利用するサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

事業所の廃止及び新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２（2020）年度は前年

度比減少で見込んでいますが、令和３（2021）度以降は感染状況がある程度収束している

前提で利用者数を見込んでいます。 

比較的軽度者の利用が多いことから、１人あたり給付費は通常の通所介護より低くなっ

ています。 

なお、１人あたり給付費は７万円台で推移すると思われます。 

 

【整備方針】 

特に整備目標は定めず、事業所の新設相談には随時応じておりますが被保険者等の意見

を反映させるため、新規指定に際しては介護保険運営協議会・地域密着型サービス検討部

会の意見を聴取することとします。 

なお、サービス見込量が計画値を大幅に上回る可能性が発生した場合には、一時的に新

規指定申請の受付を停止することもあります。 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 107 114 94 91 96 100

利用回数（月） 要介護 991.2 933.8 793.2 790.5 843.5 875.8

総給付費（千円） 要介護 92,127 87,580 77,090 79,842 85,042 88,205

１人あたり給付費（円） 71,860 64,022 66,841 73,115 73,821 73,504

実績値※ 見込値

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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②－４ （介護予防）認知症対応型通所介護 

通所介護や地域密着型通所介護と同様のサービスが行われますが、認知症の方に特化し

たサービスです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

利用実績を考慮し、第８期計画においては要支援者向けの介護予防認知症対応型通所介

護についての見込量は設定しておりません。 

なお、１人あたり給付費は母数が少ないため、介護度の変化による増減がありますが、 

５万円台後半から７万円台の間で推移すると思われます。 

 

【整備方針】 

現在、市内には認知症高齢者グループホームとの共用型事業所（グループホームと施設

を共用し、昼間のみグループホーム入居者と一緒に過ごす）が１か所（定員６名）ありま

す。 

単独での運営が難しいサービス形態でもあることから、整備の数値目標は定めないこと

とし、既存の事業所に対し、共用型または併設型での設置を働きかけることとします。 

また、事業所新設の相談に関しては随時応じておりますが、指定に際しては被保険者等

の意見を反映させる機会を設けるため、介護保険運営協議会・地域密着型サービス検討部

会の意見を聴取することとします。 

  

　

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 0 0 0 0 0 0

要介護 3 4 3 6 6 6

計 3 4 3 6 6 6

要支援 0 0 0 0 0 0

要介護 22.8 35.8 29.8 31.9 31.9 43.0

要支援 0 0 0 0 0 0

要介護 1,545 2,698 2,836 4,252 4,254 5,606

計 1,545 2,698 2,836 4,252 4,254 5,606

１人あたり給付費（円） 44,140 51,891 91,443 59,056 59,083 77,861

実績値※ 見込値

平均利用人数（月）

利用回数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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②－５ （介護予防）小規模多機能型居宅介護 

利用者の選択に応じて、通所介護、訪問介護、短期の宿泊を組み合わせた一体的なサー

ビスです。 

要支援２から利用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

利用者の介護度の上昇等により、１人あたりの給付費は 19 万円台で推移すると思われ

ます。 

 

【整備方針】 

現在市内に２事業所があります。利用者は近年横ばい傾向ですが、第９期計画期間にお

ける介護需要の高まりを見据え、令和７（2025）年度中に１事業所の整備完了を目指しま

す。 

 

②－６ （介護予防）認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

認知症の方が共同生活を行いながら、入浴、食事、排せつなどの日常生活上の支援や機

能訓練を受けられるサービスです。 

要支援２から利用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 3 2 1 1 1 1

要介護 36 38 38 41 43 45

計 39 40 39 42 44 46

要支援 2,382 1,963 1,001 1,017 1,018 1,018

要介護 78,652 81,803 86,203 96,368 99,925 104,424

計 81,034 83,766 87,204 97,385 100,943 105,442

１人あたり給付費（円） 173,519 176,722 178,773 193,224 191,180 191,018

実績値※ 見込値

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※利用回数は、報酬が月額制のため表示しない。 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援 2 2 3 1 1 2

要介護 87 88 96 98 98 112

計 89 90 99 99 99 114

要支援 4,744 5,299 8,823 2,985 2,986 5,973

要介護 265,440 275,984 310,331 321,461 322,243 367,835

計 270,184 281,283 319,154 324,446 325,229 373,808

255,614 259,966 267,132 273,103 273,762 273,251

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

平均利用人数（月）

総給付費（千円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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【今後の見込み】 

令和５（2023）年度について、事業所整備の影響を見込みました。 

１人あたり給付費は 27 万円台で推移すると思われます。 

 

【整備方針】 

現在市内５圏域に１か所ずつ整備済です（計 99 床）。 

現在の入居状況がほぼ満床であることを考慮し、令和３（2021）年度中に公募による事業

所選定を行い、令和５（2023）年度中に１事業所（18 床）の開設を目指します。 

整備完了により、市内事業所の総床数は 117 床となります。 

また、指定に際しては被保険者等の意見を反映させる機会を設けるため、介護保険運営

協議会・地域密着型サービス検討部会の意見を聴取することとします。 

 

②－７ （介護予防）地域密着型特定施設入居者生活介護 

指定を受けた有料老人ホームなどの特定施設のうち、定員が 29 人以下の小規模な施設

に入居している方が、入浴、排せつ、食事などの介護やその他日常生活上の支援、機能訓

練等を受けられるサービスです。 

 

【今後の見込み・整備方針】 

現在市内に事業所がないことから、第８期計画期間において見込量の設定は行わないも

のの、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の待機者の状況を考慮し、介護老人福祉

施設の機能を補完する必要があることから、令和６（2024）年度中に１事業所（29 床）

の開設を目指します。 

また、指定に際しては被保険者等の意見を反映させる機会を設けるため、介護保険運営

協議会・地域密着型サービス検討部会の意見を聴取することとします。 

 

②－８ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

常時介護が必要で居宅での生活が困難な人が入所して、入浴、排せつ、食事等の日常生

活上の支援や、その他療養、機能訓練を受けられるサービスで、定員 29 人以下の比較的

小規模なものです。 

原則、要介護３以上の方が対象となります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 0 0 0 0 0 20

総給付費（千円） 要介護 0 0 0 0 0 65,354

0 0 0 0 0 272,308

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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【今後の見込み・整備方針】 

現在、市内に事業所はありませんが、利用者が本市の被保険者に限定されることから、

特別養護老人ホーム待機者の解消に効果的であるため、令和５（2023）年度に１事業所

（29 床）の開設を目指します。 

サービス見込量の推計にあたっては、１人あたり給付費は過去の実績がないことから、

全国平均値を用い、27 万円程度になると思われます。 

なお、このサービスの運営にあたっては、本市による介護保険法上の指定に加え、老人

福祉法上の特別養護老人ホームの設置許可を埼玉県から得る必要があります。 

そのため、事業者の選定にあたっては、埼玉県により選定された事業者について適否の

審査を行うことになりますが、審査に際しては被保険者等の意見を反映させる機会を設け

るため、他の地域密着型サービス同様、介護保険運営協議会・地域密着型サービス検討部

会の意見を聴取することとします。 

 

②－９ 看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護に、訪問看護を組み合わせたサービスです。介護の他に医療の

サービスが必要な人がサービスを受けられます。 

要介護１以上の方が対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

令和５（2023）年度について、事業所整備の影響を見込みました。 

なお、１人あたり給付費は全国平均値を用い、25 万円程度となると思われます。 

 

【整備方針】 

平成 30（2018）年度に事業所が整備されましたが、現在はサービス提供が行われてい

ない状態です。 

この状況を解消するため、令和５（2023）年度中に１事業所の整備完了を目指します。 

また、指定に際しては被保険者等の意見を反映させる機会を設けるため、介護保険運営

協議会地域密着型サービス検討部会の意見を聴取することとします。 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 5 5 0 0 0 10

総給付費（千円） 要介護 14,239 11,501 0 0 0 30,494

１人あたり給付費（円） 233,421 191,679 0 0 0 254,117

実績値※ 見込値

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、平成 30 年度～令和２年度：厚生労働省「見える化システム」より 

 令和３年度以降：（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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③施設サービス 

③－１ 介護老人福祉施設 

常時介護が必要で居宅での生活が困難な人が入所して、入浴、排せつ、食事等の日常生

活上の支援や、その他療養、機能訓練を受けられるサービスです。 

原則、要介護３以上の方が対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

待機者の状況を考慮し、本市における広域型施設の整備及び他市町村における施設整備

の影響を見込みました。また、医療療養病床が令和５（2023）年度末に廃止されることに

伴い、新たに発生すると思われる追加的需要を見込んで、令和５（2023）年度には月平均

267 人と推計しました。 

なお、１人あたり給付費は 27 万円台で推移すると思われます。 

 

【整備方針】 

現在、市内に４施設があります（計 380 床）。 

本計画期間終了後も利用者の増加傾向が継続すると予想されるため、令和３（2021）年

度中に埼玉県による事業選定のための協議を受け付け、令和５（2023）年度中に１施設

（80 床）を整備予定です。 

整備が完了すると、市内施設の総床数は 460 床となります。 

 

③－２ 介護老人保健施設 

状態が比較的安定しており、入院の必要はないが看護やリハビリテーションが必要な人

が入所して、在宅生活への復帰を目指して、看護やリハビリテーション、医学的管理下で

の介護等を受けるサービスです。 

要介護１以上の人が対象となります。 

  

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 217 206 220 233 241 267

総給付費（千円） 要介護 670,628 645,938 711,277 765,405 792,616 880,718

257,538 261,302 269,423 273,750 274,072 274,881

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 155 165 170 179 186 191

総給付費（千円） 要介護 510,168 564,038 564,245 603,867 626,519 643,177

274,284 284,868 276,591 281,130 280,698 280,618

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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【今後の見込み】 

医療療養病床が令和５（2023）年度末に廃止されることに伴い、新たに発生すると思わ

れる追加的需要を見込んで、令和５（2023）年度末には月平均 191 人と推計しました。 

なお、１人あたり給付費は 28 万円台で推移すると思われます。 

 

【整備方針】 

現在、市内には１施設があります（120 床）。 

近隣自治体における整備状況も考慮し、本計画期間中における整備の予定はありませ

ん。 

 

③－３ 介護医療院 

長期療養のための医療と日常生活上の介護を一体的に提供する施設で、日常的な医学的

管理や看取り等の機能と、生活施設としての機能を兼ね備えた施設です。 

要介護１以上の方が対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

利用者の増加を見込んでいますが、そのほとんどは令和５（2023）年度末で廃止される

介護療養型医療施設からの転換によるものと思われます。 

令和５（2023）年度末には月平均 16 人と推計しました。 

なお、１人あたり給付費は 38 万円台で推移すると思われます。 

 

【整備方針】 

主な転換元となる介護療養型医療施設が市内に存在しないことから、本計画期間中にお

いては整備の予定はありません。 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 ＊0 ＊0 2 10 14 16

総給付費（千円） 要介護 1,717 1,246 8,945 46,018 64,461 73,670

429,255 415,221 372,708 383,483 383,696 383,698

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

 ※令和２年度は見込み 

※利用人数欄における「＊０」は利用者が月平均１人未満 

※１人あたり給付費については、（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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③－４ 介護療養型医療施設 

常時介護が必要で居宅での生活が困難な人が入所して、入浴、排せつ、食事等の日常生

活上の支援や、その他療養、機能訓練を受けられるサービスです。 

原則、要介護３以上の方が対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の見込み】 

令和５（2023）年度末までに廃止が決まっており、原則他の業態への転換が求められて

いることから減少傾向で見込んでいます。 

なお、１人あたり給付費は 38 万円台で推移すると思われます。 

 

④標準給付費 

 第８期計画の標準給付費についてまとめると、３年間で約146億6,500万円となります。 

 

（単位：円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

総給付費 4,376,568,000 4,631,631,000 5,005,152,000 14,013,351,000 

 介護給付費 4,238,940,000 4,488,488,000 4,853,567,000 13,580,995,000 

 予防給付費 137,628,000 143,143,000 151,585,000 432,356,000 

その他給付費 215,189,103 213,693,499 223,370,852 652,253,454 

 特定入所者介護 

サービス費等 
94,651,665 88,720,972 92,731,986 276,104,623 

 高額介護サービス

費等 
96,639,998 99,922,967 104,451,106 301,014,071 

 高額医療合算介護

サービス費等 
21,000,000 22,000,000 23,000,000 66,000,000 

 審査支払手数料 2,897,440 3,049,560 3,187,760 9,134,760 

標準給付費合計 4,591,757,103 4,845,324,499 5,228,522,852 14,665,604,454 

 

  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

平均利用人数（月） 要介護 7 7 3 3 3 3

総給付費（千円） 要介護 26,437 30,372 13,624 13,826 13,833 13,833

330,466 361,572 378,444 384,056 384,250 384,250

実績値※ 見込値

１人あたり給付費（円）

 ※令和２年度は見込み 

※１人あたり給付費については、（総給付費）÷（利用人数）÷12 月で算出 
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⑤市町村特別給付費（移送サービス・住宅改良） 

第８期計画の市町村特別給付費は、３年間で 22,500 千円が見込まれます。 

（単位：千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

市町村特別給付費 7,000 7,500 8,000 22,500 

 

⑥サービス整備方針のまとめ（サービス見込量の確保策） 

各サービスで記載した整備方針をまとめると、次のようになります。 

 

【地域密着型サービス】 

サービス種別 
第７期計画終了
時点の事業所数

（定員） 

整備数
（定員） 

開設予定 
年 度 

整備完了後の 
事 業 所 数 
（定員） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ０か所 １か所 令和５年度 １か所 

小規模多機能型居宅介護 
２か所 

(58 人) 

１か所 

(29 人) 
令和７年度 

３か所 

(87 人) 

認知症対応型共同生活介護 
５か所 

(99 人) 

１か所 

(18 人) 
令和５年度 

６か所 

(117 人) 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ０か所 
１か所 

(29 人) 
令和６年度 

１か所 

(29 人) 

地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 
０か所 

１か所 

(29 人) 
令和５年度 

１か所 

(29 人) 

看護小規模多機能型居宅介護 ０か所 
１か所 

(29 人) 
令和５年度 

１か所 

(29 人) 

 

【広域型（埼玉県指定）の施設・居住系サービス】 

サービス種別 
第７期計画終了
時点の事業所数

（定員） 

整備数
（定員） 

開設予定 
年 度 

整備完了後の 
事 業 所 数 
（定員） 

介護老人福祉施設 
４か所 

(380 人) 

１か所 

(80 人) 
令和５年度 

５か所 

(460 人) 

特定施設入居者生活介護 
５か所 

(273 人) 

１か所 

(60 人) 
令和７年度 

６か所 

(333 人) 
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（参考）地域密着型サービスの日常生活圏域別必要利用定員総数     （単位：人） 

圏域名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症対応型共同生活介護 99 99 117 

 本町圏域 18 18 22 

 柏町圏域 18 18 22 

 館・幸町圏域 18 18 22 

 宗岡北圏域 27 27 30 

 宗岡南圏域 18 18 21 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ０ ０ ０ 

 本町圏域 ０ ０ ０ 

 柏町圏域 ０ ０ ０ 

 館・幸町圏域 ０ ０ ０ 

 宗岡北圏域 ０ ０ ０ 

 宗岡南圏域 ０ ０ ０ 

地域密着型介護老人福祉施設入所者 

生活介護 
０ ０ 29 

 本町圏域 ０ ０ ６ 

 柏町圏域 ０ ０ ６ 

 館・幸町圏域 ０ ０ ６ 

 宗岡北圏域 ０ ０ ６ 

 宗岡南圏域 ０ ０ ５ 

 

（参考）住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の設置状況 

 事業所数 定員数 

住宅型有料老人ホーム ４件 107 人 

サービス付き高齢者向け住宅 ６件 110 人 

※令和３年１月現在 
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（２）地域支援事業費の見込量 

  第８期計画の地域支援事業費は、３年間で 981,297 千円が見込まれます。 

（単位：千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

地域支援事業費 312,023 320,443 348,831 981,297 

 介護予防・日常生活 

支援総合事業費 
130,729 132,696 133,613 397,038 

 包 括 的 支 援 事 業 費 

及び任意事業費 
181,294 187,747 215,218 584,259 

 

 

（３）その他の見込量 

  介護保険料の算定に直接の影響はありませんが、老人福祉法に基づき定めるべき養護

老人ホーム等のサービス見込量は以下のとおりです。 

（単位：人） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

養護老人ホーム ０ ０ ０ 

軽費老人ホーム 21 21 21 

生活支援ハウス ０ ０ ０ 

老人福祉センター ２ ２ ２ 

高齢者あんしん相談センター ５ ５ ５ 
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３ 介護保険料の算定 
 

（１）第７期計画期間における保険料の振り返り 

 第７期計画期間の介護保険料については、第６期の保険料から390円の増となる、月

額4,729円と設定しましたが、給付実績は計画値を下回る見込みです。 

 主な要因としては、 

 

〇認定者数が当初の想定ほど増加しなかったこと。 

〇介護老人福祉施設の利用者が一時的に減少を見せたこと。 

〇定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を公募したが、応募事業者がなく整備が 

できなかったこと。 

 

などが上げられます。 

その結果、第７期計画終了時点での介護給付費準備基金の残高は、約４億3,800万円

となる見込みであり、第６期計画終了時点での残高（約１億8,500万円）を大きく上回

ることとなります。まもなく団塊の世代が全員後期高齢者となり、給付費の増加ペース

が加速することが懸念されますが、第８期計画期間における保険料の設定にあたって

は、基金の残額をほぼ全額（４億3,000万円）を繰り入れることで、保険料上昇の抑止

財源として活用していきます。 

 

 

（２）算定に関する第７期計画との変更点 

  第８期の給付額等の算定に関しては、被保険者数や認定者数、サービス基盤の整備に

よる影響額に加え、制度改正による以下の要素を考慮します。 

 

  〇介護報酬改定の影響（全体で0.7％の増） 

  〇地域区分の見直し（５級地→４級地への変更） 

  〇高額介護サービス費の見直し（高所得者における負担上限額の引き上げ） 

  〇特定入所者サービス費の見直し（資産要件の厳格化など） 

 

 

 

  



第６章 介護保険に要する費用と介護保険料の設定 

124 

 

 

（３）保険料基準額 

今後３年間の保険給付費等の総費用を算出した後、第１号被保険者の負担割合、調整交

付金、市町村特別給付費などの要素と、さらに介護給付費準備基金の繰入によって、今後

３年間に介護保険料として収納すべき金額をまず算出します。その金額を、所得段階別の

被保険者数や収納率を考慮した結果、最終的に第１号被保険者の基準額（月額）は次のよ

うに見込みました。 

 

区  分 金額等 

標準給付費見込額（A） 14,665,604,454 円 

 介護給付費 13,580,995,000 円 

 予防給付費 432,356,000 円 

 その他給付費 652,253,454 円 

  特定入所者介護サービス費等 276,104,623 円 

  高額介護サービス費等 301,014,071 円 

  高額医療合算介護サービス費等 66,000,000 円 

  審査支払手数料 9,143,760 円 

地域支援事業費見込額（B） 981,297,000 円 

 介護予防・日常生活支援総合事業費 397,038,000 円 

 包括的支援事業費・任意事業費 584,259,000 円 

第 1 号被保険者負担相当額（C）＝{（A）＋（B）}×23.0％ 3,598,787,334 円 

調整交付金相当額（D） 753,132,123 円 

調整交付金見込額（E） 358,346,000 円 

市町村特別給付費等（G） 22,500,000 円 

準備基金取崩額（H） 430,000,000 円 

保険料収納必要額（I）＝（C）＋（D）－（E）＋（G）－（H） 3,586,073,457 円 

予定保険料収納率（J） 98.5％ 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（K） 61,075 人 

第 1 号被保険者の介護保険料の基準額（月額） 

（L）＝（I）÷（J）÷（K）÷12 か月 
4,967 円 
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（４）所得段階別被保険者数の構成比と保険料率 

 第１号被保険者の所得段階別被保険者数の構成比と保険料率は、次のとおりです。 

 所得段階別及び保険料率は、第７期計画までは国が政令で定める基準に基づき９段階の

設定としていました。第８期計画においては負担の公平性及び低所得者への配慮を考慮

し、現在の第９段階を細分化して13段階に変更し（103ページ参照）、また第１段階から第

３段階の保険料率について、公費による軽減を超える独自の引き下げを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（参考）第７期計画 第８期計画

保険料
段階

対象 保険料率
保険料
段階

対象者 保険料率 構成比

0.30 0.25

(0.50） (0.45）

0.50 0.45

(0.75） (0.65）

0.70 0.65

(0.75） (0.70）

4

世帯の誰かに市民税が課税されて
いるが、本人は非課税で、前年の
合計所得金額＋課税年金収入等
が80万円以下の方

0.90 4

世帯の誰かに市民税が課税されて
いるが、本人は非課税で、前年の
合計所得金額＋課税年金収入等
が80万円以下の方

0.90 14.7%

5

世帯の誰かに市民税が課税されて
いるが、本人は非課税で、前年の
合計所得金額＋課税年金収入等
が80万円を超える方

1.00 ⇒ 5

世帯の誰かに市民税が課税されて
いるが、本人は非課税で、前年の
合計所得金額＋課税年金収入等
が80万円を超える方

1.00 13.1%

6
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額120万円未満の方

1.20 6
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額120万円未満の方

1.20 11.2%

7
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額120万円以上200万円未
満の方

1.30 7
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額120万円以上210万円未
満の方

1.30 14.1%

8
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額200万円以上300万円未
満の方

1.50 8
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額210万円以上320万円未
満の方

1.50 8.5%

9
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額300万円以上の方

1.70 9
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額320万円以上400万円未
満の方

1.70 3.7%

10
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額400万円以上600万円未
満の方

1.90 3.2%

11
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額600万円以上800万円未
満の方

2.00 1.1%

12
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額800万円以上1000万円未
満の方

2.10 0.6%

13
本人が市民税課税で、前年の合計
所得金額1000万円以上の方

2.20 2.0%

1

・生活保護受給者の方
・世帯全員が市民税非課税で、前
年合計所得金額＋課税年金収入
額が80万円以下の方
・世帯全員が市民税非課税で老齢
福祉年金受給者の方

2

3

世帯全員が市民税非課税で、前年
の合計所得金額＋課税年金収入
等が80万円超120万円以下の方

世帯全員が市民税非課税で、前年
の合計所得金額＋課税年金収入
等が120万円を超える方

14.6%

6.7%

6.5%

1

・生活保護受給者の方
・世帯全員が市民税非課税で、前
年合計所得金額＋課税年金収入
額が80万円以下の方
・世帯全員が市民税非課税で老齢
福祉年金受給者の方

2
世帯全員が市民税非課税で、前年
の合計所得金額＋課税年金収入
等が80万円超120万円以下の方

3
世帯全員が市民税非課税で、前年
の合計所得金額＋課税年金収入
等が120万円を超える方

※第１段階から第３段階の保険料につい
ては、従来から公費負担により、料率の
軽減がなされています。かっこ内の数字
は、公費による軽減前の料率です。 
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（５）所得段階別介護保険料額 

 第１号被保険者の所得段階別介護保険料額は、次のとおりです。 

 介護保険料月額基準額（第５段階）は、第６期（平成27（2015）年度～平成29（2017）

年度）が4,339円、第７期（平成30（2018）年度～令和２（2020）年度）が4,729円であっ

たため、第７期から第８期への増加は238円で抑えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※かっこ内の数字は、公費による軽減前の料率です。 

保険料
段階

対象者 保険料率 月額 年額

0.25

(0.45）

0.45

(0.65）

0.65

(0.70）

4
世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は非課税
で、前年の合計所得金額＋課税年金収入等が80万円以下
の方

0.90 4,470円 53,600円

5
世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は非課税
で、前年の合計所得金額＋課税年金収入等が80万円を超
える方

1.00 4,967円 59,600円

6
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額120万円未満の
方

1.20 5,960円 71,500円

7
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額120万円以上
210万円未満の方

1.30 6,457円 77,500円

8
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額210万円以上
320万円未満の方

1.50 7,451円 89,400円

9
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額320万円以上
400万円未満の方

1.70 8,444円 101,300円

10
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額400万円以上
600万円未満の方

1.90 9,437円 113,200円

11
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額600万円以上
800万円未満の方

2.00 9,934円 119,200円

12
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額800万円以上
1,000万円未満の方

2.10 10,431円 125,200円

13
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額1,000万円以上
の方

2.20 10,927円 131,100円

38,700円

2,235円 26,800円

3
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税
年金収入等が120万円を超える方

3,229円

・生活保護受給者の方
・世帯全員が市民税非課税で、前年合計所得金額＋課税年
金収入額が80万円以下の方
・世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給者の方

1,242円 14,900円

2
世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額＋課税
年金収入等が80万円超120万円以下の方

1


